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・ 政策評価について、令和５年３月、政策評価の機能を最大限活用した新たな挑戦や前向き
な軌道修正を積極的に行うことが、行政の無謬性にとらわれない望ましい行動として高く評
価されることを目指し、「政策評価に関する基本方針」（平成17年12月16日閣議決定、令和
５年３月28日最終変更。以下「基本方針」という。）の改正を行った。

具体的には、実績評価において、画一的・統一的な制度運用を転換し、政策の特性に応じ
た評価が可能となるよう評価方式等を見直し、行政事業レビューや白書等の他の分析作業の
評価関連情報を集約することで、評価書等の質的充実を図り、意思決定過程における活用を
促進することとした。さらに、政府全体では、行政事業レビューの取組を通じても、政策効
果の把握・分析の基礎的な条件を整え、効果の発現経路のより適切な整理を目指す取組
（EBPMの実践）が進められている。

・ 改定後の基本方針の下、各行政機関は、政策の進捗状況や政策を適切に把握する機能を強
化するために、有効性の観点からの評価を一層重視し、政策効果の把握・分析にこれまで以
上に積極的に取り組むものとし、また、政策評価により得られた情報を政策の見直しや改善
を含む意思決定過程において活用することを推進するものとする。

このため、改定後の基本方針を踏まえて初めて策定する基本計画の期間を試行的取組の期
間と位置付け、新たな政策評価の手法の導入や意思決定過程における活用方法等の模索など、
各行政機関において創意工夫を行うものとする。

・ 一方、総務省は、各行政機関において、有効性の観点からの評価を一層重視し、政策効果
の把握・分析の取組が行われるよう、各行政機関の取組例も参考に、効果の把握・分析の手
法等について得られた知見や方法を整理して共有するなど、各行政機関における政策評価の
取組の継続的な改善を促進する役割を果たすものとする。

・ これらを踏まえ、総務省は、本ガイドラインを取りまとめ、継続的に改定していく。

効果的な政策立案・改善に向けて
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・ 本ガイドラインは、政策評価の機能を最大限活用した新たな挑戦や前向きな軌道修正を積
極的に行うことを推進するため、各府省が活用しやすいよう、できる限り実務をベースに、
実用的な内容を目指して、具体的な事例を中心に整理している。

・ 本ガイドラインを活用していただきたい場面として、政策評価の実施時はもちろんである
が、政策の実施状況や効果の的確な把握を行うためには、政策の企画・立案時から、効果の
発現経路や指標の整理、効果分析のためのデータの収集等を含めて、検討しておくことが有
効であり、政策の企画・立案時から、本ガイドラインを御参考いただきたい。

本ガイドラインの活用場面

企画・立案 政策実施
政策評価・
効果分析

政策の見直し・改善

・本ガイドラインを活用し、
政策評価を継続的に改善

・効果分析手法を用いて、政
策効果をより精緻に測定

・本ガイドラインを活用し、効
果の発現経路や指標を整理

・効果分析のためのデータの把
握を予め検討することが有効

・企画・立案時に整理した指
標等を基に、政策の実施状
況や効果を把握

・評価・効果分析の結果を、意思決
定に活用し、政策を見直し・改善
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本ガイドラインの構成と使い方

第１部は、画一的・統一的な政策評価制度の運用見直しを踏まえ、各行政機関における
政策評価の実施において工夫したポイントを整理し、今後、各行政機関が政策に応じた政
策評価の実施にあたり、参考となる情報を紹介している。

第１部

第２部は、事業の実施状況や効果を把握し、前向きな改善に資するよう、試行版レ
ビューシートを作成した128事業の実例の中で目標・指標の設定に工夫が見られた（ヒン
トが見られた）事業を、アクティビティの特徴に応じた実践集として整理・紹介している。

第２部

第３部は、第２部で整理する目標・指標等を前提としつつ、政策以外も含めた様々な要
因が設定した指標に影響を与え得る中で、政策担当者が政策の効果を把握し、政策の前向
きな改善につなげていくため、実務で活用可能な具体的な効果分析の事例を紹介している。

第３部

※ なお、各行政機関に対し、本資料の記載の事例等にそのまま沿って政策評価を行うこ
とを求めるものではない。今後も、総務省として、各行政機関における取組の積み重ね
に応じて事例を追加していくとともに、評価手法の改善や知見を盛り込む改定を重ね、
各行政機関が政策評価に関して創意工夫を行う一助として継続して活用されることを期
待している。



（参考）政策評価と行政事業レビューの関係
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特定の行政課題に対応するため
の基本的な方針の実現を目的と
する行政活動の大きなまとまり

政策目的を実現するための
個々の行政手段としての
事務及び事業

政策と事業の関係
（概念図）

●政策評価

…各府省が、政策体系をあらかじめ
明示した上で、それぞれの政策に
ついて自ら評価し、見直しや改善に
反映させる取組
→概念図の三角形全体を網羅して実施
すべきもの（租特、規制、機構定員な
どの観点も含む）

※政府全体で約500政策

●行政事業レビュー

…毎年、国の全ての事業を網羅的に
点検し、徹底的・継続的に無駄や改善
すべき点がないかチェックする取組
→概念図の「予算事業」を対象とする
もの

※政府全体で約5,000事業

政策評価と行政事業レビューが
総体として効果検証とそれに
基づく政策改善を通じ、機動的
かつ柔軟な政策展開の実現を追求

･･･
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第１部 工夫した取組を実施している
政策評価事例
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第１部について

・ 政策評価に関する基本方針の一部変更により、画一的・統一的な制度運用を転換し、政
策の特性に応じた評価が可能となるよう見直しを行ったところ。

・ 早速、令和５年度に実施された政策評価等において、試行的取組として各行政機関が工
夫して取り組んでいる事例が複数見られた。

・ 第１部では、各行政機関のこのような試行的取組について、ヒアリング等を実施し、全
ての府省の政策評価の後押しにつなげるため、具体的な事例から工夫のポイントをとりま
とめた。これらの事例は、様々な様式・方法により実施されており、外見が大きく異なる
が、いずれも制度上、何ら問題なく政策評価書として位置付けられる。

なお、分かりやすさの観点から、工夫のポイントのイメージが沸くよう御紹介するもの
であり、個々の政策の評価の中身について評価するものではない。

・ 今回紹介する各政策評価書の工夫のポイントを参考としつつ、各行政機関においては、
当該行政機関の政策の特性に応じた評価の検討や継続的な改善について、積極的に取り組
んでいただきたい。



具体的な政策評価事例
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① 公正取引委員会

取組のポイント

➢ 令和５年度から、行政事業レビューの単位を政策評価の単位と一致させ、行政事業レ
ビュー等を活用する形で評価書の記載を簡素化することで、「評価のための作業」を
省力化した。

➢ 行政事業レビューについては、政府全体で進んでいる見直しの取組に沿って、公正取
引委員会においても、施策・事業単位でのEBPMを実践し、有効性の検証と事業改善の
取組を推進。

➢ 施策の状況の詳細については、毎年度公表している詳細資料を活用することで、情報
量の増加と評価作業の省力化を両立させた。

12



【工夫の実例】

ロジックモデルを用いた評価の詳細
は、行政事業レビューを活用

13
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＜別紙：行政事業レビューシート＞

行政事業レビューシート等を活用し、評価のための作業を効率化



② 警察庁

➢ 令和５年度に基本計画を策定し、独自様式へ移行。

➢ 評価書の作成過程で、各政策の課題を見つけることを重視。課題に対する取組の方
向性も明確化して、評価書の中で、課題と取組をセットで議論できるような様式に。

➢ あわせて、別紙を作成し、「課題」や「主な取組」を説明するデータを対応づけて
記載するとともに、EBPMの要素を取り入れ、「具体的な取組状況」と「主な成果
（指標・事例）」の関係も明確化。

➢ 当初想定されなかったような「外部要素等」についても記載し、政策効果の的確な
認識に寄与。

14

取組のポイント



課題を発見する（考える）機会とし、今後の取組とセットで
政策議論がしやすい形に

【工夫の実例】

施策全体の業績指標を資料冒頭で整理

15

課題を中心にまとめ、EBPMの要素を取り入れ



取組状況と成果（指標・
事例）の関係を明確化。

これまでなかった「外部要素等」についても明記し、政策効果の的確な認識に
16

１枚目の主な取組と符番・
色を揃えてデータを記載

１枚目の「課題」を裏付ける
データを色を揃えて記載



③ 総務省

➢ 令和５年度から新たな基本計画の下、従来の評価様式を取りやめた。

➢ 普段の業務で作成・活用している所管事項説明資料をベースに評価書を作成。副次的
に、省全体で各政策の内容を理解しやすくする効果も得られる。

➢ 行政評価局作成の評価書においては、「政策の全体像」と「今後注力・工夫等したい
分野」を分けて二部構成とし、第二部では、「挑戦目標」を立てて、各政策における
チャレンジを促進。

➢ また、「アクティビティの特徴に応じた政策効果の測定のポイント（試案）」※の
「窓口・相談」パートを参考にして、効果の発現経路よりも、業務フローに沿った形
で整理。この整理を踏まえて、局幹部を含めて議論し、事業の中で重点を置くべき部
分を分析・変更した。

※ 令和４年11月内閣官房行政改革推進本部事務局秋のレビュー（秋の年次公開検証）３日目資料

17

取組のポイント



２部構成とし、第２部では、「挑戦目標」を掲げてチャレンジングな取組を実施

【工夫の実例】

18

「挑戦目標」の設定、業務の特徴に合わせた効果分析



行政改革推進事務局資料を参考に、業務フローに沿って整理。整理した資料を使って、局幹部も含めて議論し、行政相談
においては、課題①部分の活動を重視していたが、課題③の相談窓口との連携強化に取り組むよう、重点部分を変更

19



④ 法務省

➢ 令和５年度から新たな基本計画の下、政策体系における各政策の単位と行政事業レ
ビューシートの事業単位が概ね一致していることから、行政事業レビューシートを毎
年度のモニタリングに活用する。

➢ 省力化によって生み出したリソースを使って、基本計画（閣議決定）レベルの政策の
評価を総合評価方式で実施。細かい事業レベルで様々な分析が可能となり、従来様式
よりも、政策効果の把握・分析を深化。

➢ 従来の評価書は、定性的な指標や精緻に細かい指標を立てていたが、今回の総合評価
形式では、アウトカムに対する効果発現経路を整理し、それぞれの段階に対応する定
量的なデータを盛り込んで政策の現状を整理。

20

取組のポイント



【工夫の実例】

21

施策に関する課題を分解し、それぞれにつ
いて、行政事業レビューシートや従来の評
価書等よりも詳細に分析・記述（次頁）

評価のメリハリを付け、政策効果の把握・分析を深化



アウトカムに対する効果
の発現経路を整理

効果の発現経路の各段階にあわせた
定量的データ等を記載

「目的」から「指標」までの
関係性を分かりやすく明示

22

細かい事業レベルで様々な分析が可能となり、
従来様式よりも、政策効果の把握・分析を深化



⑤ 経済産業省

➢ 令和５年度に実施する事後評価は従来の様式によるが、令和６年度以降、新たな評価
様式において、事前・事後の評価を実施。なお、今年度は事前分析の位置づけで新た
な評価様式を使用。

➢ 新たな評価様式では、政策評価軸と責任部局を明確に関連付け、局として目指す政策
の方向性を説明する資料として作成（局長名で作成）。政策立案・実施・評価・見直
しを組織マネジメントと連動させる。

➢ 産業構造審議会総会にて対外的に説明し、政策の議論に活用。

23

取組のポイント



【工夫の実例】
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24

組織マネジメントとの連動 R5.8.4第32回産業構造
審議会総会資料（抜粋）



25

R5.8.4第32回産業構造
審議会総会資料（抜粋）



政策評価軸と責任部局を明確に関連付け政策評価軸、政策テーマと責任部局を明確に関連付け 26

R5.8.4第32回産業構造
審議会総会資料（抜粋）



第２部 政策効果の測定のポイント

27



・ 新たなレビューシートは、その記載を検討する過程が基礎的なEBPMの実践となることを
意図して設計している。すなわち、レビューシートの作成を「過去の事実の説明」ではな
く、政策立案や予算要求という「将来に向けての意思決定」の一環として位置付けており、
「政策効果の発現経路と目標をロジカルに説明し、データに基づいて見直す」ということ
をレビューシートの作成を通じ、行おうとするものである。

・ 本資料は、内閣官房行政改革推進本部事務局と総務省行政評価局において、試行版レ
ビューシートを作成した128事業の実例等を観察する中で工夫が見られた（ヒントが見られ
た）事業から、具体的な活動（アクティビティ）の特徴ごとにどのような効果を上げてい
るか、また、どのような考え方なのかなどを整理したものであり、各政策担当者が政策を
検討する上での一助となるように具体的な方法や考え方の参考となる実践集として作成し
た。行政事業レビューのみならず、政策評価における適切な目標・指標の設定等において
も、参考として活用していただきたい。

・ 政策をより効果的なものにするための検討に終わりはなく、更なる工夫をすることは可
能であり、進化を続けていくものであることから、本資料の事例に留まることがないよう
にとの意味を込めて未定稿とする。

第２部について
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本資料の活用手順
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②担当する事業に関係する各論パートを参照

本資料の活用手順

①本資料の基本的考え方の理解

• 「アクティビティの特徴に応じた整理の

基本的な考え方」（P.32-40）を参照する。

・アクティビティに着目する理由・整理の方法

・アクティビティ～アウトカムまでのイメージ

・アクティビティの整理の全体像

など、本資料における基本的な考え方を理解する。

EBPMの基礎となる効果検証の
最初の一歩を踏み出す

• 担当している事業を構成するアクティビティが本資料で整理している

どの分類のアクティビティに該当するのかを確認する。（全体像P.35）

• 各アクティビティの効果測定方法や考え方の具体例（各論）を参照す

る。（各論の掲載ページはP.31参照）

各論を参考に、より正確に効果を把握し、より多くの改善のヒントをつかめるよう、

測定指標の設定方法やデータの取得方法等の工夫を行う。

※本資料に関する留意点

本資料は、EBPMの敷居を低くするための「入口」として、現に存在するアクティビティに着目した実践集として事例
をベースに整理しているが、事業は様々であることから、本資料で示している取組だけを行えば十分ということではな
いことに留意する必要がある。
それぞれの事業所管部局においては、それぞれの事業の性格を踏まえ、自らの政策立案の営みとして、幹部・管理職

も実質的に関与し、丁寧に議論を積み上げていくことが大切であることを忘れてはならない（こうした議論なく、本資
料の指標等を模倣することを推奨するものではない。）。

活用手順

この資料が作成された意図や、これまでの取組から得られた総論的な知見について解説している「基本的

な考え方」に目を通した上で、担当する事業に含まれるアクティビティに応じて、各論パートを参照する。
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本資料の活用手順（各論掲載ページまとめ）

【各論】

１．広報・普及啓発・・・・・・・・・・・・・・・・・・42

２．研修・人材育成・・・・・・・・・・・・・・・・・・48

３．案件組成・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・55

４．調査事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・59

５．研究開発・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・63

６．窓口・相談・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・66

７．補助金・交付金・・・・・・・・・・・・・・・・・・71

８．施設整備・施設運営・・・・・・・・・・・・・・・・81

９．審査・管理・監督・・・・・・・・・・・・・・・・・86

10．監視・防止・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・89
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アクティビティの特徴に
応じた整理の基本的な考え方
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基本的な考え方（アクティビティに着目する理由・整理の方法）

• 事業は複数のアクティビティから構成されていることが多いが、このアクティビティに着目した整

理を行うメリットとデメリット（留意点）は以下のとおり。

• 事業を構成するアクティビティには様々なものがあることから、全てを要素還元的に分類すること

は困難である。そのため、本資料では、試行版レビューシートの作成対象となった事業等で実際に

観察されたアクティビティを、介入手段としての特徴から整理ができないか試みている。

• 例えば、企画展示の実施、説明会の開催、動画配信、広告掲載などのアクティビティは、「広報・

普及啓発」という点で、効果測定のための手法や考え方についての共通点を見いだすことができる。

アクティビティに着目する理由・整理の方法

• 似たような事業を探すことは難しいが、同じ特徴を持

つアクティビティを見つけ、参考にすることは容易。

• 担当者が実際に行っている活動であり、内容は既に把

握している。

• 人によって捉え方に違いがないのでブレが少ない。

• アクティビティから論理的or時系列的に近いアウトカ

ムまでのいわば短距離の経路は、他の要素の影響が小

さいことが多く比較的考えやすい。

メリット

• P.37で示しているように、ロジックモデルの左側(アク

ティビティ)から考えると部分最適となりがちである。

→ 本来は右側(政策目的)から手段の整合性

を考えることも合わせて、両者を何度も

行き来しながら検討することが必要。

• 既存の手段ありきの発想になりがちで、新しい手段を

考えることには向かない。

デメリット（留意点）
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事業名 ：製品Aの競争力強化事業
インパクト：製品Aを製造する業の持続的発展

事業者が行う施設Bの整
備費用の一部を補助

アクティビティ

地方公共団体が行う研修
Cの費用の一部を補助

国の機関が国民向けに周
知イベントDを実施

〇補助金→研修

〇普及啓発

〇補助金→施設整備

政策の具体的な活動（当該事業
が、誰を対象に何を行うのか）

アウトプット

新たに施設Bの建設を
行った事業者の増加

研修Cの参加者の増加

イベントDの参加者の
増加

アクティビティをどれだけ実施
するか／したかについての目
標・実績

指標：施設整備数

指標：研修参加者数

指標：イベント参加者数

短期・中期アウトカム

整備した施設Bが実際に
稼働し生産量が拡大する

研修参加者の生産技術の
向上

イベント参加者の製品A
に対する関心の増加

アウトプットを通じて望まれる、
事業対象者の変化(行動変容等)で、
短期・中期(論理的/時系列的)に
効果が発現すると考えられるもの

指標：施設稼働率、生産量

指標：資格保有者数

指標：参加者の関心増

施設Bに対する再投資が
行われ、事業規模が拡大

長期アウトカム

製品Aの需要増

アウトプットを通じて望まれる、
事業対象者の変化(行動変容等)
で事業の目的と対応するもの

指標：製品Aの消費量

指標：生産量、売上高

• アクティビティをその特徴（左肩の青色の部分）に応じて整理
• この整理を「タグ」のように捉え、それぞれのタグごとに効果測定の方法や考え方を具体例をベースに提示
• なお、左側(アクティビティ)から考えると部分最適となりがちであり、本来は右側(政策目的)から手段の整

合性を考えることも合わせて、両者を何度も行き来しながら検討することが必要
• また、１つのアクティビティに対し、複数のアウトカムを検討するなど柔軟な対応も必要（P.40参照）

基本的な考え方（アクティビティ～アウトカムまでのイメージ）

※仮想事業のロジックモデルを用いた説明
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①情報

②ヒト

③モノ

④カネ

介入手段 アクティビティの特徴

※留意点

• ★は今回各論で取り上げたもの

• 整理方法はまだ途上であり、ど
の類型にも該当しないアクティ
ビティも存在すると思われ、
MECEな（隙間なく重なりのな
い）分類ではない

現物給付

施設整備・施設運営

貸付・利子補給

負担金・拠出金

給付金・助成金

補助金・交付金

法人運営

基本的な考え方（アクティビティの整理の全体像①）

広報・普及啓発

研修・人材育成

案件組成

調査事業

研究開発

法執行

窓口・相談

審査・監督・管理 監視・防止
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アクティビティは「補助金等の交付」となるが、これでは効果測定の議論が始められない。補助金等の交付は、何らかの次のアク
ティビティの存在を前提としており、多くの場合、他の「特徴に応じた整理」につながることが多いと考えられる。（例えば、研修の
実施費用の一部を補助する場合、直接的なアクティビティは「補助金の交付」であるものの、その先に「研修」というアクティビティ
を念頭に置いているため、効果の測定は「研修」の特徴に沿った形で設計する必要がある。）
また、国と受益者との間に、次のアクティビティの実施主体となる補助金等の交付先が介在することから、間接実施の場合と同様に、

実施されるアクティビティの効果を把握するため、国は効果測定に必要なデータ等をどのような形で収集するかをあらかじめ考えてお
く必要がある。

基本的な考え方（アクティビティの整理の全体像②）

介入対象の別（「個人」/「民間団体・企業等」/「公共団体（地方公共団体、独立行政法人等）」）は、今回の整理では取り上げな
かったものの、これらの別を意識して、測定方法や効果の発現経路を考えることは有益であり、今後の検討において掘り下げていずれ
考え方を提示したいと考えている。

介入対象 （対個人） ／ （対民間団体・企業等） ／ （対公共団体）

フェーズ モデル事業 ／ 通常の事業（全国展開）

事業のフェーズによる違いによって効果測定の考え方を変える必要があるものもある。そもそも、モデル事業は試行的な実施を前提
とした事業であることから、効果検証を行うことが強く要請される性質の事業である。モデル事業については、効果をより早く正確に
把握し、全国展開に向けて事業内容を調整できるよう、企画立案段階において評価設計を行っておく必要性は他の事業よりも高いと考
えられる。

実施主体 直接実施 ／ 間接実施

国が自ら実施するものであるか否かによって、効果測定に必要なデータ等の取得の方法に差異が生じる。例えば、地方公共団体が実
施主体の場合は、国は必要なデータ等をどのような形で収集するかをあらかじめ考えておく必要がある。（※事後では取ることが難し
いデータ等が存在することもあり、あくまで国の事業としての効果を把握する観点からのものであり、地方公共団体等の裁量の幅を狭
めたり過度な負担を課すことを企図したものではない。）

■ アクティビティの「特徴に応じた整理」以外にも、各アクティビティに共通の観点としては以下のようなものがある
と考えられる。

■ 補助金等の考え方
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効果の発現状況を確認し、次なる改善につなげる。この際、単なる事後的な検証作業をするのでは
なく、状況の変化に応じて効果発現経路や成果目標・指標の在り方等について検討を行い、政策手段
がより効果の高いものになるよう、次なる「意思決定」に活かすことが重要

いきなりレビューシートをどのように記載するのかといった議論をする
のではなく、まずはそもそも普段から事業担当者が当たり前に考えている
（考えるべき）事業の目的や課題を改めて整理

＊どういう政策課題があり、 ＊それを解決してどういう状態にしたいのか（目的）
＊どういう手段（活動）で解決しようとしているのか

STEP

01

目的・現状・課題

STEP

03

評価・改善

基本的な考え方（目的・現状・課題なくして測定指標なし）

参考：亀井善太郎「政策立案の精度をさらに向上させるためダイナミックなEBPMを実現していく」（EBPM勉強会・ワークショップ資料） 2022.08

STEP

02

インプット アクティビティ アウトプット 短期アウトカム 中期アウトカム 長期アウトカム

だれに・どこに どう働きかける まずどうなって 何が変わる

「左から右」（実施者視点）だけでなく、「右から左」（受益者視点）でも検討

現状
課題

インパクト
（目的）

実際の検討に当たっては、

STEP 01
（目的・現状・課題を整理する）

が適切に行われなければ
以降のステップが
円滑に進まない

STEP

01

STEP

01

STEP

02

STEP

03
効果の発現状況を確認し、次なる「意思決定」に活かす

アクティビティからアウトプット、アウトカムへの経路を通じて、自らの戦略を表現
※効果の測定の仕方については、本資料（アクティビティの特徴に応じた実践集）を参照

事業の効果発現経路
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基本的な考え方（測定指標の間をつなぐロジックの重要性）

• 効果発現経路（アクティビティ→アウトプット→アウトカムへの経路）における各種指標の実績

に対して、学校の成績のような「うまくいった／うまくいかなかった」だけを見て「過去の事実

の説明」をするのではなく、政策立案や予算要求といった「意思決定」に活かすことが重要。

• そのため、効果発現経路を通じて自らの戦略を表現する際（P.37のSTEP02）には、①アクティビ

ティがどのような過程を経て長期アウトカムに至るのかという事業所管部局の目論見や、②各種

指標について、なぜそのデータを設定したかの理由や目標値の水準の設定理由を記載する。

• そういった目論見をしっかりと記載することによって、「意思決定」過程において関係者間でそ

の妥当性等について議論をする際の助けとなる。

アクティビティ アウトプット 短期アウトカム 中期アウトカム 長期アウトカム

「アクティビティ・アウトプット・アウトカム間のつながり」欄において、①事業所管部局の目論
見や、②各種指標について、なぜそのデータを設定したかの理由や目標値の水準の設定理由を記載

参考：亀井善太郎「政策立案の精度をさらに向上させるためダイナミックなEBPMを実現していく」（EBPM勉強会・ワークショップ資料）、2022.08

測定指標間の「つながり」の説明にも着目して本資料を利用すること
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基本的な考え方（測定指標の間をつなぐロジックの重要性） 事例
国交省・スマートウェルネス住宅等推進事業

測定指標間のつながりのロジックや、なぜこの指標を設定した
かという事業所管部局の考え（目論見）を「つながり」で説明

ex. 事業実施により、住まいの確保に困難を抱える世帯のニーズに
沿った住宅が整備され、当該世帯の入居が促進されると想定し、
「入居率」を短期アウトカムとして設定した

ex. 入居者の入居期間が確保されていることで、入居者の安定が図られ
ていると想定し、平均入居期間を長期アウトカムとして設定した

39



• 事業の効果発現経路を整理する際、事業目的（インパクト）を一つのみに限定して考えがちであるが、

観察した実例の中には、事業が目指すもの・原点に立ち返る中で、①事業目的が複数あるものや、②

事業の成果を複数の観点で総合的に評価しているものがあった。

• 政策課題は複雑かつ多様であり、政策効果を一つの数字だけで測定できるとは限らない。①事業目的

をただ一つだけで考えるのではなく、二つ以上の事業目的が存在することを排除せずに検討するとと

もに、②成果指標についても、一つのアクティビティに対して一つの指標と決めつけることなく、柔

軟に検討することが必要である。

②一つのアクティビティに対して一つの指標と決めつける
ことなく、柔軟に検討

↓

厳格な出入国審査ができているかの測定の仕方については、
・口頭審理件数
・上陸拒否件数
などに基づいて総合的に判断しており、単なる各件数の増
減で評価していない。
（定性的なアウトカムとして整理している。）

※具体例※

事業名 ：出入国管理業務の実施
インパクト：円滑かつ厳格な出入国審査の実現
(事業目的)

基本的な考え方（事業目的や測定指標は一つとは限らない）

①事業目的をただ一つだけで考えるのではなく、二つ
以上の事業目的が存在することを排除せずに検討

↓

出入国審査という一つのアクティビティにおいて、円
滑化と厳格化という複数の事業目的が存在している。
円滑化は入国審査待ち時間の短縮、厳格化はテロリス
トや不法就労等を企図する外国人の入国を阻止するこ
とを目的としている
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各論
【各論の全体像】

• アクティビティごとに、効果測定の方法や考え方について整理

• 各アクティビティの掲載ページは以下のとおり

１．広報・普及啓発・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・42
２．研修・人材育成・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・48
３．案件組成・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・55
４．調査事業・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・59
５．研究開発・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・63
６．窓口・相談・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・66
７．補助金・交付金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・71
８．施設整備・施設運営・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・81
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説明の構成

＜考え方＞各アクティビティの特徴を解説し、それを踏まえた「測定のポイント」を記載
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1. 発信側から受容側に視点を移しつつ段階的に指標を設定することで、どこにボトルネックがあ
るのかを探すことができるのではないか。

2. 受容側の変化については、アンケートにより意識・認識の変化を把握することに加えて、アン
ケートや客観的なデータにより行動の変化についても把握することで、より客観性の高い検証
が可能となるのではないか。

3. 認知度向上に係る成果の把握については、メディアへの掲載・報道数といった量的な観点だけ
でなく、その掲載・報道内容の質の面での評価を行うことが有益ではないか。

１ 広報・普及啓発 考え方

• 広報・普及啓発は、発信した情報を相手方が受容し、その認識や行動に変化を及ぼすことで効果
が発現する。

• 広報・普及啓発の戦略として、まずはその認知度向上が課題になるところ、掲載されるメディ
ア・掲載内容等により、メディア掲載の価値は大きく異なる。

アクティビティの特徴

政策効果の測定のポイント
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受容者の行動の変化
ex1. 消費額
ex2. オンライン手続の利用割合

アンケート結果
客観的なデータ

受容者の認識の変化
ex1. 来館から一定期間

経過後の理解度
ex2. 消費者の意識変化

アンケート結果

受容者の理解度・満足度
ex1. 来館直後の理解度

アンケート結果

情報の受容者数・掲載数・報道数
ex1. 企画展示の来館者数
ex2. 消費者向け動画の再生回数
ex3. インターネット広告の掲載数
ex4. 代表的報道

受容側

１ 広報・普及啓発 イメージ図

発信側

アクティビティ

アウトプット

アウトカム①

アウトカム②

アウトカム③

アウトカム④

情報発信
ex1. 企画展示の実施
ex2. 消費者向け動画の配信
ex3. (オンライン手続促進の)

インターネット広告の掲載

情報の発信数
ex1. 企画展示の実施回数
ex2. 消費者向け動画の配信数

情報の受容者数にとどまらず、
受容直後の認識の変化を測る

受容直後の認識の変化にとどまらず、
一定期間経過後の認識の変化を測る

認識の変化にとどまらず、
受容者の行動の変化を示すデータを
指標として設定する

発信側から受容側に視点を移しつつ段階的に
指標を設定

ポイント１

受容側の変化は、アンケートにより意識・認
識の変化を、アンケートや客観的なデータによ
り行動の変化を把握

ポイント２

掲載・報道数といった量的な観点だけでなく、
その掲載・報道内容の質の面でも評価

ポイント３
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１ 広報・普及啓発 事例（１）
財務省・国税庁の広報活動経費

●イメージ図・アウトカム①
情報の受容者数

※広報展開に問題がなかったかを確認する

観点から「広報活動の認知度」を把握

●イメージ図・アウトカム①
情報の受容者数
※広報を通じて事業担当者がより伝え
たい情報が届いているのかを把握
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１ 広報・普及啓発 事例（１）
財務省・国税庁の広報活動経費

●ポイント２：イメージ図・アウトカム④
客観的なデータによる行動の変化の把握
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１ 広報・普及啓発 事例（２）
外務省・「ジャパン・ハウス」運営関連経費

●ポイント３：イメージ図・アウトカム①
掲載・報道内容の質の面でも評価
（代表的報道 ※別紙で紹介）
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１ 広報・普及啓発 事例（２）
外務省・「ジャパン・ハウス」運営関連経費

●ポイント２：イメージ図・アウトカム③・④
アンケートによる認識・行動の変化の把握
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1. アウトカムの指標については、「アンケートによる満足度調査」といった対象者の主観に係る
指標のほか、「習熟度テスト」、「資格試験の合格率」といった研修によって得られた知見の
程度を客観的に測定する指標を設定することが有益ではないか。

2. 研修等を受講したものの、修了に至らない者が出ることが予想される場合には、「受講者数」
を単に把握するだけでなく、敏感に異変を検知するためのセンサー（炭鉱のカナリア）として、
「修了者数（率）」を把握することも考えられる。また、修了までに期間を要する研修等の場
合には、「受講の継続率」を把握することも有益ではないか。

3. 初期の効果だけでなく、中長期的な視点を持ち、一定期間経過後の効果を測ることが有益では
ないか。

4. 複数の研修メニューがある場合には、メニューごとに効果発現経路を設定することで介入の効
果を把握しやすくなるのではないか。

２ 研修・人材育成 考え方

• 研修・人材育成は、各種プログラムへの参加により個人の能力・スキルの向上を図り、そこで
身につけた能力・スキルをあらゆる場面で活かすことを目的としている。

• 研修・人材育成については、政策目的に近い実質的な効果が発現するまでには一定程度の時間
を要する。

• 対象者やレベル別に複数のメニューを実施している場合がある。

アクティビティの特徴

政策効果の測定のポイント
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２ 研修・人材育成 イメージ図①

研修等の実施

アクティビティ

開催回数
受講者数

アウトプット

ex1. 満足度（アンケ－ト）
ex2. 習熟度テスト
ex3. 資格試験の合格率
ex4. 修了者数（率）

短期アウトカム

ex1. 一定期間経過後の就職率
ex2. コンクールや賞の受賞人数

中期・長期アウトカム

・対象者の主観に係る指標
ex1. 満足度（アンケート）

・研修によって得られた知見の程度を客観的に測定する指標
ex2. 習熟度テスト
ex3. 資格試験の合格率

・修了に至らない者が出ることが予想される場合の指標
ex4. 修了者数（率）

ポイント１

ポイント２

・一定期間経過後の効果を把握
ex1. 一定期間経過後の就職率
ex2. コンクールや賞の受賞人数

ポイント３
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※ 若手映画作家を育成する研修、
映画スタッフを育成する研修
の２つを実施

２ 研修・人材育成 イメージ図②

各種研修の実施

アクティビティ

映画業界における人材育成を行う事業の例
→ 若手映画作家を育成する研修、

映画スタッフを育成する研修の２つのメニューを実施

研修参加者数

アウトプット

業界への従事率

短期アウトカム

監督としてデビューした数

長期アウトカム

※ 映画スタッフを育成する研修
の参加者数

※ 映画スタッフを育成する研修
に参加した者の映画製作関連
業務への従事率

※ 若手映画作家を育成する研修
に参加した者の中で商業長編映画
監督としてデビューした数

メニューごとに効果発現経路を設定
ex 若手映画作家を育成する研修、映画スタッフを育成する研修

のメニューごとに効果発現経路を設定

ポイント４

若手映画作家を
育成する研修の実施

アクティビティ

研修参加者数

アウトプット

研修の有用度
（アンケート）

短期アウトカム

監督としてデビューした数

長期アウトカム

映画スタッフを

育成する研修の実施

アクティビティ

研修参加者数

アウトプット

業界への従事率

短期アウトカム

●年後の
業界への従事率

長期アウトカム
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２ 研修・人材育成 事例（１）
文科省・日本映画の創造・振興プラン

●ポイント１
対象者の主観に係る指標
ex. 研修が今後の作品製作に役立つ（アンケート）
※アンケートでは、成果指標に関する質問以外にも事業の改善
につながるような事項について自由記述で聞いており、それ
らの回答結果も踏まえて事業の改善に活かしている。
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２ 研修・人材育成 事例（１）
文科省・日本映画の創造・振興プラン

●ポイント３
一定期間経過後の効果を測る
ex. 研修受講５年後の業界への定着状況（アンケート）
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２ 研修・人材育成 事例（２）
厚労省・歯科衛生士に対する復職支援・離職防止等推進事業

アクティビティ① 歯科衛生士の復職支援・離職防止のためのガイドライン作成・研修

アクティビティ② 歯科衛生士の復職支援・離職防止のための技術修練部門整備及び運営

●ポイント３
一定期間経過後の効果を測る
ex. 利用後の就業者数／利用前の就業者数

●ポイント１
対象者の主観に係る指標
ex. 研修内容の活用率
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活動内容②
（アクティビティ）

サイバー捜査官に必要なサイバー事案対処手法の習得

↓

活動目標及び活動実績
②

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

サイバー捜査実務に係る専科における
教養の実施

サイバー捜査実務に係る専科
における入校者数（のべ人数）

活動実績 人 0 117 201 - -

当初見込み 人 30 140 204 204 204

↓
成果目標②-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）

サイバー捜査実務に係る専科修了時の効果測定試験の結果から、同試験の平均点が規定値（60点）に達しているかを成果実績とすることで、当該専科における教
養効果を測定する。

成果目標及び成果実績
②-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

- 年度

サイバー捜査実務に係る専科による知
識・技術の向上

サイバー捜査実務に係る専科
各期平均点の平均値

成果実績 点 - - - -

目標値 点 - - - 60

達成度 ％ - - - -

●ポイント３
一定期間経過後の効果を測る
ex. 職員の能力向上（アンケート）
※職員本人のみならず上司の所属長等にもアンケート調査を行うことで

事業の改善に活かしている。

２ 研修・人材育成 事例（３）
警察庁・サイバー空間における脅威への対処に係る人材育成

↓
成果目標②-3の

設定理由
（長期アウトカム
へのつながり）

サイバー捜査実務に係る専科修了者のうち一定期間サイバー部門の業務を経験した職員に対する追加アンケート調査に基づく、入校者本人による実際の業務経験
を踏まえた教養内容の評価と、同専科修了者が属する所属長等に対して年１回実施するアンケート調査に基づく、組織が必要とする知識・技術と当該専科の教養内
容の合致度合い等の評価を成果実績とすることで、当該専科の教養内容の質、実用度を検証し、次期専科等における教養内容や当該専科全体の教養方針を検討
するための材料とする。

成果目標及び成果実績
②-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

- 年度

サイバー捜査実務に係る専科修了者のうち
一定期間サイバー部門の業務を経験した職
員に対する追跡アンケート調査及び同専科
修了者の所属長等に対するアンケート調査
に基づく教養内容の質の向上

-

- - - -

目標値 - - - - -

達成度 ％ - - - -

成果実績 -
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効果発現経路の途中段階（短期 or 中期アウトカム）において、最終的な成果に至る途中段階の状
況（案件の提案がされたかなど）を把握することで、事業・取組の改善の契機を得ることができるの
ではないか。

３ 案件組成 考え方・イメージ図

案件組成を目的とした事業については、支援した全ての取組が必ずしも成果に結びつくとは限らない。

アクティビティの特徴

政策効果の測定のポイント

効果発現経路の途中段階（初期 or 中期アウトカム）において、最終的な成果に至る途中段階の状況
（案件の提案がされたかなど）を把握

ポイント

成果までの流れ 成約商談商談会へ参加商談会開催

商談会開催

アウトプット

商談会への参加

短期アウトカム

成約

長期アウトカム

商談における議論

中期アウトカム

成果（成約）の前段階における進捗状況

に関する指標を設定・把握

ex. コンテンツの
海外展開
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成果（＝案件受注（長期アウトカム））に至
るまでの進捗を各段階で把握

アウトプット（支援の実施）
↓

短期アウトカム（案件提案）

３ 案件組成 事例（１）
総務省・ICT海外展開パッケージ支援事業
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３ 案件組成 事例（２）
経産省・コンテンツ海外展開促進事業

成果（＝成約（長期アウトカム））に至るまでの
進捗を各段階で把握

アウトプット（商談会の開催件数）
↓

短期アウトカム（商談会への参加バイヤー数）
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３ 案件組成 事例（２）
経産省・コンテンツ海外展開促進事業

成果（＝成約（長期アウトカム））に至るまでの進捗を各段階
で把握

中期アウトカム（商談に向けた議論が進められている数）
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４ 調査事業 考え方

• 事業を通じて得られた知見を、制度の設計・改正や施策の導入・変更などといった具体的な企
画・立案に反映させることを成果・目的としているが、必ずしもその知見が成果に結びつくとは
限らない。また、成果に至るまでに相当程度の時間（複数年）を要する場合もある。

• 個々の調査事業が単年度で終了する場合であっても、同じ事業目的の下、複数年度に渡って事業
が継続する場合がある。

アクティビティの特徴

1. 事業を通じて得られた知見が成果（企画・立案への反映）に至る前段階として、検討段階にお
ける知見の活用状況を把握してはどうか。

2. 長期アウトカムについては、企画・立案へ反映した件数を定量的に把握することも考えられる
が、それらの数値は結果の一部に過ぎないため（事業で得られた知見を、制度設計等に反映さ
せないという決定に活用される可能性もある）、事業で得られた知見の活用状況を定性的に把
握してはどうか。

3. 同じ事業目的の下、複数年度に渡って事業が継続する場合には、調査ごとに効果発現経路を設
定することで介入の効果を把握しやすくなるのではないか。

政策効果の測定のポイント
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４ 調査事業 イメージ図①

制度設計に資することを
目的とした調査の実施

アクティビティ

委託調査の実施

アウトプット

調査で得られた知見が
政策の企画・立案に

向けた検討に活用される

短期アウトカム

・検討段階における知見の活用状況を把握
ex. 実施した委託調査のうち、税制の企画立案に向けた

検討に活用された調査の割合
（＝活用された調査の件数／実施件数）

ポイント１

・事業で得られた知見の活用状況を定性的に把握
ex. 実施した委託調査の調査結果が制度改正の検討材料と

して活用され、実際の税制改正における意思決定に
つながること（定性的に把握）

ポイント２

調査で得られた知見が
政策の企画・立案における
意思決定に活用される

長期アウトカム
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４ 調査事業 事例
財務省・諸外国の税制に関する調査

●ポイント１
検討段階における知見の活用状況を把握

●ポイント２
事業で得られた知見の活用状況を定性的に把握
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４ 調査事業 イメージ図②

同じ事業目的の下、複数年度に渡って事業が継続する場合には、調査ごとに効果発現経路を設定

ポイント３

制度設計に資することを
目的とした調査の実施

アクティビティ

委託調査の実施

アウトプット

調査で得られた知見が
制度の企画・立案に

向けた検討に活用される

短期アウトカム

調査で得られた知見が
制度の企画・立案における
意思決定に活用される

長期アウトカム

制度設計に資することを
目的とした調査の実施

アクティビティ

委託調査Aの実施

アウトプット

委託調査Bの実施

アウトプット

委託調査Cの実施

アウトプット

調査Aで得られた知見が
制度改正に向けた検討に

活用される

短期アウトカム

調査Bで得られた知見が
審議会等での議論に

活用される

短期アウトカム

調査Cで得られた知見が
システム更新に向けた

議論に活用される

短期アウトカム

調査Aで得られた知見が
制度改正における意思決定

に活用される

長期アウトカム

調査Bで得られた知見が
審議会等での意思決定

に活用される

長期アウトカム

調査Cで得られた知見が
システム更新のための
仕様書作成に活用される

長期アウトカム
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５ 研究開発 考え方

• 研究で得られた知見を、制度の設計・改正や基準などに反映させることを成果・目的としている
が、必ずしもその知見が成果に結びつくとは限らない。また、成果に至るまでに相当程度の時間
（複数年）を要する場合もある。

• 行政事業レビューとは別の枠組みにおいて専門的な観点による評価を行っている場合がある。

• 研究によっては、複数年度に渡ってプロジェクトが続くものもある。

アクティビティの特徴

1. 事業を通じて得られた知見が成果（制度の設計・改正や基準等への反映）に至る前段階において、
敏感に異変を検知するためのセンサー（炭鉱のカナリア）として、そもそもの研究自体の進捗を
把握できるような指標を設定してはどうか。

2. 行政事業レビューとは別の枠組みにおいて専門的な観点による評価を行っている場合には、その
枠組みを生かして、当該評価の枠組みや評価結果を活用することを検討してはどうか。

政策効果の測定のポイント
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５ 研究開発 イメージ図

研究事業の実施

アクティビティ

知見の収集

アウトプット

研究の進捗状況
の中間評価
（専門評価）

短期アウトカム

研究終了後
の事後評価
（専門評価）

長期アウトカム

・研究の進捗状況を把握
ex. 知見の基になるデータの取得数

ポイント１

・行政事業レビューとは別の枠組みの専門評価を活用
ex. 中間評価（専門評価）

→研究の進捗状況や成果、当該分野の最新動向等を
踏まえ、改めて成果目標及び研究手法・計画の妥当
性を評価

事後評価（専門評価）
→研究プロジェクトの終了後、研究成果を確認し、
成果目標の達成状況及び成果の活用状況、見通し
等を評価

ポイント２
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５ 研究開発 事例
原子力規制庁・バックエンド分野の規制技術高度化研究事業

●ポイント１
研究の進捗状況を把握
ex. 知見の基になるデータの取得数

●ポイント２
行政事業レビューとは別の枠組みの専門評価を活用
ex. 安全研究プロジェクトにおいて行われている

評価の枠組みを活用
※専門評価（安全研究プロジェクトにおいて行われている
評価）の内容については、URLを貼り付け
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• 受益者となる相談者（国民や事業者）に課題（悩みや経営課題）が発生してからサービスの提供を受けて課
題を解決するまでのフローは、a.課題が発生する→b.支援を求めたいと思う→c.支援の窓口を探す→d.窓口
に相談する→e.窓口から支援の方策が提示される→f.課題解決に資する支援を受ける→g.課題が解決すると
いうものであるが、それらに係るボトルネックとして、⓪そもそも事業の存在を知らない ①窓口が利用し
やすい環境にない②課題に対応した支援を受けられない ③最終的に課題解決に至らないなどを挙げること
ができる。

• この種類のアクティビティに関する指標として一般的に設定されることが多い「相談件数」は、①に関連す
る指標となる。ただし、相談者がそもそもサービスの存在を知らない場合には、サービスを利用することも
当然ないため、「相談件数」の前段階の指標（⓪に関連する指標）として、当該サービスの「認知度」につ
いての指標を設定することが考えられる。

• 利用者アンケートによる「満足度」や課題の解決された状態に焦点を当てた「課題解決率」は、③に関連す
る指標となる。ただし、窓口への相談開始後、課題の解決に至るまでには一定の時間がかかることも多いこ
とから、それらの前段階の指標（②に関連する指標）として、「解決に向けた対策が立てられた割合」や
「支援開始決定件数」を設定することも考えられる。

６ 窓口・相談 考え方

• 窓口・相談については、相談件数等の大小で単純に効果を測定することが難しい。

• 行政側が受動的にならざるを得ない側面（相談者が来訪しないとサービス提供が始まらない）があることか
ら、アクティビティ-アウトプット-アウトカムという効果発現経路を辿るよりも、業務フローに沿った形で、
受益者が相談を利用して課題を解決するに当たり、何がボトルネックになっているかを探索し、アクティビ
ティの在り方を検討する方が業務改善につながるとも考えられる。

アクティビティの特徴

政策効果の測定のポイント
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６ 窓口・相談 イメージ図

課題の発生から解決するまでのフロー

ボトル
ネック

ボトルネック
解消の方策例

測定指標
の設定例

⓪ 事業の存在を知らないと
事業を利用できない

・潜在的なニーズに
対する周知
ex 公共施設におけるビラ

やポスターの設置

・特定の関係者への周知
※あえて対象範囲を絞ることで
効果的に伝わる場合もある

・認知度
・どこに相談すればよいか

分からなかった人の割合

① 利用できないと
支援を受けられない

・アクセス多様性や容易性
の向上
ex1 対面・電話

→  SNS・Webフォーム
ex2 平日8時～17時

→  365日24時間

・プライバシーの確保
ex 相談室・スペース

の確保

相談件数

② 課題に対応した支援を
受けられないと意味がない

・相談者の課題の発見

・適切な支援先
（病院・弁護士等）
の紹介・あっせん

・相談に対する迅速な
対応

・解決に向けた対策が
立てられた割合

・支援開始決定件数

③ 課題を解決しないと
意味がない

・課題解決率
・利用者満足度
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６ 窓口・相談 事例（１）
法務省・出入国管理業務の実施

●ボトルネック⓪（測定指標の設定例）
どこに相談すればよいか分からなかった人の割合
ex. どこに相談すればよいか分からなかった在留外国人の割合

…
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６ 窓口・相談 事例（２）
内閣府・女性に対する暴力の根絶に向けた取組に必要な経費

…

●ボトルネック⓪（測定指標の設定例）
どこに相談すればよいか分からなかった人の割合
ex. 誰にも（どこにも）相談できなかった被害者の割合
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６ 窓口・相談 事例（３）
消費者庁・消費者ホットラインの運用等

…

●ボトルネック⓪（測定指標の設定例）
どこに相談すればよいか分からなかった人の割合
ex. 相談しようと思わない人のうち、その理由が「連絡先が分からないから」と回答した人の割合
※併せて利用件数をモニタリングし、利用に特異な傾向が生じていないかを確認することで、「相談先が分からない
ことを理由に、相談しない人を減少させる」ことを目指している。
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７ 補助金・交付金 考え方①

• 国が行うのは「補助金等を交付すること」であり、アクティビティの直接の実施主体にならない。
ex. 「〇〇文化振興補助金」のようなものを考えたとき、文化振興のため、交流会の開催や、メディアでの広報といったアクティ

ビティを直接実施する主体は交付先であって、国のアクティビティは、その活動に必要な費用を補助する、ということになる

• 交付先で実施されるアクティビティの効果を把握する、あるいは検証に必要なデータを取得する
ことにまで意識を及ぼさなければならないという難しさがあり、ややもすると「事業実績報告
数」といった、国が自然体で把握できる「内」の情報の取得で完結させてしまいがちになる。

• 中には、アクティビティの自由度が高く（補助対象メニューが多岐に渡り、交付先で自由に選択
し、組み合わせられるものも含む）、政策目的の達成に向けて、どのように効果を発現させるか
が各交付先に委ねられている部分が大きいものがある。

• 一方で、裁量が小さい補助金等は、交付先のアクティビティが限定され、効果発現経路のバリ
エーションも少ないため、取得すべきデータや効果検証の方法を国が示すことが可能。

※補助金等の交付は、何らかの次のアクティビティの存在を前提としており、多くの場合、他の「特徴に応じ
た整理」につながることが多いと考えられる。

（例えば、研修の実施費用の一部を補助する場合、直接的なアクティビティは「補助金の交付」であるものの、
その先に「研修」というアクティビティを念頭に置いているため、効果の測定は「研修」の特徴に沿った形
で設計する必要がある。）

アクティビティの特徴
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７ 補助金・交付金 考え方②

1. 各交付先でのアクティビティの効果という国の「外」にある情報を取得するため、補助事
業全体の効果検証に必要なデータ（個別事業の評価結果を含む）の提供について、交付要
綱等に定めてはどうか。

2. 補助対象メニューが多岐に渡る事業については、支援メニューごとの目指すべき姿をより
明確に捉えるため、支援メニューごとに効果発現経路を設定してはどうか。

3. 国から各交付先へ交付が完了したことで即座に最終的な目標を達成したと捉えるのではな
く、交付先においてどういった効果が生まれているのかを捉えるようなアウトカムを設定
してはどうか。（どれだけ交付が完了したかという「量」だけで効果を捉えるのではなく、
提供される財・サービスの「品質」の向上についても効果を把握してはどうか。）

4. 長期アウトカムについては、各交付先の個別事業からの波及効果も勘案した、マクロな指
標で、かつ受益者の状況変化を捕捉できる指標設定を意識する。（その際、設定した指標
が事業の改善の検討に使えるよう、できる限り他の事業の影響を排除した指標設定が望ま
しい。）

政策効果の測定のポイント（共通的なポイント）
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７ 補助金・交付金 考え方③

1. 各交付先が取得すべきデータや効果検証の方法を国が設定してはどうか。

2. 国全体としての具体的な最終目標が定まっており、一斉に同一の内容の事業等を展開する場合
には、目標に向けてうまく進んでいないところ（要因）はどこ（何）なのかを特定するため、
それぞれの進捗状況のバラツキが見えるような形で指標を設定してはどうか。

政策効果の測定のポイント（裁量が小さい場合）

1. 効果検証を行うことを交付要綱等に要件として定め、適切に効果検証がされるような設計がさ
れているか、交付時の審査で確認してはどうか。

2. 交付先自身の評価を基に、国は全体の達成状況等を評価してはどうか。

政策効果の測定のポイント（裁量が大きい場合）
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７ 補助金・交付金（共通的なポイント） イメージ図①

補助金等の交付

アクティビティ

補助金等の交付対象
事業の実施数

アウトプット

補助対象メニューが多岐に渡る場合には、支援メニューごとに効果発現経路を設定

ポイント２

交付対象事業
による成果

短期アウトカム

交付対象者の活動に
伴う最終的な成果

長期アウトカム

補助金等の交付

アクティビティ

補助事業の
採択件数

アウトプット

補助事業の
採択件数

アウトプット

IT導入支援事業により
ITを導入した事業者数

短期アウトカム

生産性向上促進事業の
事業化に成功した事業者数

短期アウトカム

小規模事業者持続化補助金に
より販路を開拓した事業者数

短期アウトカム

事業を継続する事業者に
おける付加価値額の向上

長期アウトカム

IT導入による事業者
の労働生産性の向上

長期アウトカム

販路開拓による
事業者の売上の向上

長期アウトカム

補助事業の
採択件数

アウトプット
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施設整備の例であれば、施設の整備をしたことによってどういった
効果が生まれているのかを把握
ex. 整備した施設の入居率
※整備・運営する施設が利用者のニーズに合致した品質の高いも
のになっていれば、それだけ入居者が増えて入居率が上がると
考えられる

７ 補助金・交付金（共通的なポイント） イメージ図②

補助金等の交付

アクティビティ

補助金等の交付対象
事業の実施数

アウトプット

「量」だけで効果を捉えるのではなく、提供される財・サービスの「品質」の向上についても効果を把握する

ポイント３

交付対象事業
による成果

短期アウトカム

交付対象者の活動に
伴う実績報告数

長期アウトカム

交付対象者の
活動に伴う成果

長期アウトカム

量的効果の把握 質的効果の把握
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７ 補助金・交付金（裁量が大きい場合） イメージ図

補助金等の交付

アクティビティ

補助金等の交付対象
事業の実施数

アウトプット

交付先での効果検証の実施を交付要綱に要件として規定し、
適切に効果検証がされるような設計がされているかを、交付時
の審査で確認する

ex. ○○文化の振興に資する事業に要する経費を補助

ポイント１

交付対象事業
による成果

短期アウトカム

交付対象者の活動に
伴う最終的な成果

長期アウトカム

交付先自身が指標・目標の設定や効果検証を実施し、国は交
付先の評価結果から効果発現状況を把握する
ex. 設定した目標水準を達成した交付先の割合を80％以上

ポイント２

個別の事業の波及効果も勘案し、マクロな指標を設定する。
その際、受益者の状況変化を捕捉できる指標を意識する
ex. 全交付先で、○○文化に親近感を持つ住民の割合を

全国平均より10％以上高くする

※設定した指標が事業の改善の検討に使えるよう、できる限り

他の事業の影響を排除した指標設定が望ましい

（共通）ポイント４
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●ポイント１
交付先での効果検証の実施を交付要綱に要件として規定し、
適切に効果検証がされるような設計がされているかを確認
ex. 補助事業全体の効果検証に必要なデータ（個別事業の評価結果を含む）

の提供を、公募の要件として定めている。

７ 補助金・交付金（裁量が大きい場合） 事例（１）
経産省・中小企業生産性革命推進事業

ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金 公募要領（16次締切分）より抜粋
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●（共通）ポイント４
個別の事業の波及効果も勘案し、マクロな指標を設定
（受益者の状況変化を捕捉できる指標を意識）
ex. 世論調査により国民の意識の変化を捕捉

７ 補助金・交付金（裁量が大きい場合） 事例（２）
内閣府・アイヌ政策推進交付金

●ポイント２
交付先自身が指標・目標の設定や効果検証を実施し、
国は交付先の評価結果から効果発現状況を把握
ex. 交付先の市町村がそれぞれ設定している成果目標

の達成割合を把握し、交付金の効果を検証
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７ 補助金・交付金（裁量が小さい場合） イメージ図①

活動内容が限定されているため、各交付先が取得すべきデータを国が
示して具体的な指標の設定が可能

・アウトプット
ex1. 土地集積に向けた話合いの開催数
ex2. 部品の他分野での実証 ex3. 専門職員の配置状況

・短期アウトカム
ex1. 土地集積に向けた図面の作成数
ex2. 事業実施中の他分野での実用化件数
ex3. 専門職員による相談の実施率

ポイント１

補助金等の交付

アクティビティ

補助金等の交付対象
事業の実施数

アウトプット

交付対象事業
による成果

短期アウトカム

交付対象者の活動に
伴う最終的な成果

長期アウトカム

個別の事業の波及効果も勘案し、マクロな指標を設定する。その際、
受益者の状況変化を捕捉できる指標を意識する
ex1. 土地の集積率 ex2. 事業終了後の他分野での実用化件数
ex3. 専門職員が相談事案の解決に関与した割合

※設定した指標が事業の改善の検討に使えるよう、できる限り他の事業の

影響を排除した指標設定が望ましい

（共通）ポイント４
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全体における成果

長期アウトカム

市町村や地区等
ごとの成果

短期・中期アウトカム

短期・中期アウトカムで測定したバラツキを踏まえ、進捗
が芳しくないところや、反対に事業が突出してうまくいって
いるところに対して、ヒアリングや調査等を通じてその要因
を把握し、事業執行上のヒントを得る

・短期・中期アウトカム
ex1. 整備率が80％を超える市町村（地区）の割合
ex2. 整備率が30％を下回る市町村（地区）の割合
※例えば、全体での整備率が高い場合でも、市町村や地区等別に

整備率を見た場合、それぞれの進捗状況に差が出ているような

ケースもあると考えられる

・長期アウトカムへのつながり
短期・中期アウトカムで測定したバラツキを踏まえ、その要因を

どのように把握し、事業の改善につなげるかについての工夫を記載

ポイント２

補助金等の交付

アクティビティ

７ 補助金・交付金（裁量が小さい場合） イメージ図②

補助金等の交付対象
事業の実施数

アウトプット
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８ 施設整備・施設運営 考え方

• 施設整備・施設運営ついては、全国で一斉に同一内容の事業を展開していたり、一事業中で多数の
メニューが用意されていることが多く、事業のボトルネックとなっている点が掴みづらい。

• 整備が完了すること、計画に対する進捗で効果が測られがちである。

アクティビティの特徴

1. 支援メニューが多岐に渡る事業については、支援メニューごとの目指すべき姿をより明確に捉
えるため、支援メニューごとに効果発現経路を設定してはどうか。

2. 国全体としての具体的な最終目標が定まっており、一斉に同一の施設を整備・運営する場合に
は、目標に向けてうまく進んでいないところ（要因）はどこ（何）なのかを特定するため、そ
れぞれの進捗状況のバラツキが見えるような形で指標を設定してはどうか。

3. どれだけの数や面積の施設が整備できたのかを把握することに加え、整備したことによってど
ういった効果が生まれているのかといった点も意識し、「量」と「品質」両面での効果を把握
することを検討してはどうか。

4. 施設が整備・運営されたことによって世の中にどういったメリットがあるのかまでを把握する
ことにより、事業が目的に向かっているのかを確認してはどうか。

政策効果の測定のポイント
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８ 施設整備・施設運営 イメージ図①

事業の実施

アクティビティ

事業の実施数

アウトプット

支援メニューが多岐に渡る場合には、支援メニューごとに効果発現経路を設定

ポイント１

施設の整備・運営

短期アウトカム

施設の整備・運営
に伴う成果

長期アウトカム

補助金等の交付

アクティビティ

老朽化対策が必要な施設
における工事実施数

アウトプット

空調設備が必要な施設
における工事実施数

アウトプット

耐震化の基準を満たす
施設の割合

短期アウトカム

老朽化に係る安全基準を
満たす施設の割合

短期アウトカム

空調が必要な施設のうち
整備が完了している割合

短期アウトカム

耐震化工事が必要な施設
の全てで工事が完了する

長期アウトカム

老朽化対策が必要な施設
の全てで工事が完了する

長期アウトカム

空調設備が必要な施設の
全てで整備が完了する

長期アウトカム

耐震化が必要な施設
における工事実施数

アウトプット
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８ 施設整備・施設運営 イメージ図②

施設の整備による
質的効果の発現

長期アウトカム

市町村や地区等
ごとの成果

短期・中期アウトカム

短期・中期アウトカムで測定したバラツキを踏まえ、進捗
が芳しくないところや、反対に事業が突出してうまくいって
いるところに対して、ヒアリングや調査等を通じてその要因
を把握し、事業執行上のヒントを得る

・短期・中期アウトカム
ex1. 整備率が80％を超える市町村（地区）の割合
ex2. 整備率が30％を下回る市町村（地区）の割合
※例えば、全体での整備率が高い場合でも、市町村や地区等別に

整備率を見た場合、それぞれの進捗状況に差が出ているような

ケースもあると考えられる

・長期アウトカムへのつながり
短期・中期アウトカムで測定したバラツキを踏まえ、その要因を

どのように把握し、事業の改善につなげるかについての工夫を記載

ポイント２

事業の実施数

アウトプット

整備したことによってどういった効果が生まれているのかを把握
ex. 整備した施設の入居率
※整備・運営する施設が利用者のニーズに合致した品質の高いもの
になっていれば、それだけ入居者が増えて入居率が上がると考え
られる

ポイント３
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８ 施設整備・施設運営 イメージ図③

施設が整備・運営されたことによって世の中にどういったメリットがあるのかまでを把握する

ポイント４

事業の実施数

アウトプット

施設の整備

短期アウトカム

施設の運営

中期アウトカム

施設の受益者（利用者）
視点での評価

長期アウトカム

短期・中期では、
・国からの支援によって
どの程度施設が整備・運営されているか

という観点から事業を把握

長期では、
・利用者にとって、整備・運営されている
施設が有用なものになっているか

という観点から事業を把握
ex. 「施設に対して不満がある」と回答する

施設利用者の割合

利用者視点での効果の把握
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●ポイント４
利用者にとって、整備・運営されている施設が有用
なものになっているか、という観点から事業を把握
ex. 「施設に対して不満がある」と回答する

施設利用者の割合

８ 施設整備・施設運営 事例
国交省・公共交通利用環境の革新等
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９ 審査・管理・監督 考え方

審査・管理・監督については、何らかのチェックを行うことに対して必要な人員や設備を配置・整
備しており、配置・整備された人員や設備に過不足がないかの検討が必要である。

アクティビティの特徴

人員や設備の投入量に対して業務が滞りなく遂行できているのか否かを測定する指標を設定する
ことで、事業の改善（人員や機器の配置・設置等の検討）につなげるためのヒントが得られやすく
なるのではないか。

政策効果の測定のポイント

人員や設備の投入量に対して業務が滞りなく遂行できているのか否かを測定する指標を設定

ポイント

１営業日以内に
情報を回付

短期アウトカム

回付された情報が
活用された件数

長期アウトカム

業務の流れ
情報を審査
に活用情報の回付情報の確認情報の受付人員配置

アウトプットの投入量に対して

業務が円滑に行われているか確認

ex. 不正の疑義のある
情報の回付

業務員の配置

アウトプット
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●ポイント
人員や設備の投入量に対して業務が滞りなく遂行できてい

るのか否かを測定する指標を設定
ex. 業務員の配置人数（アウトプット）により、業務が

円滑に行われているか（１営業日以内に情報が回付さ
れているか＝短期アウトカム）を確認

９ 審査・管理・監督 事例（１）
金融庁・市場の公正確保のための経費
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９ 審査・管理・監督 事例（２）
法務省・出入国管理業務の実施

●ポイント
人員や設備の投入量に対して業務が滞りなく遂行で

きているのか否かを測定する指標を設定
ex.アテンダントや各種機器の設置（アウトプット）

により、業務が円滑に行われているか（入国審査
待ち時間20分以内＝長期アウトカム）を確認
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10 監視・防止 考え方

• 監視・防止については、監視・防止を行う各種活動によって直接何らかのポジティブな効果が発現
するものではなく、その積み重ねにより安全・安心を確保することを目的としている。

• そのため、各種活動が計画通りに一定の水準を維持して行われることが重要である。

アクティビティの特徴

各種活動が当初の計画通りに行われているのかを確認しつつ、

• 合理的な配備がされているか
• 期待通りの成果（一定水準の監視・防止活動の維持）を上げているか

などといったことを検証することにより、活動内容に異変がないかを見極める観点から事業の効果
検証を行うことが有益ではないか。

政策効果の測定のポイント
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10 監視・防止 イメージ図

監視・防止活動が当初の計画通りに行われているのかを確認
ex. 監視艇の総稼働時間

ポイント

安全・安心への貢献

長期アウトカム

不正等の発見

中期アウトカム

監視・防止活動の
配備・確保

アウトプット

計画的な監視・防止
活動の実施

短期アウトカム

長期アウトカム（安全・安心への貢献）は、短期・中期アウトカ
ムの積み重ね（計画的な活動の実施・不正等の発見）により実現さ
れる
ex. 運航計画日数に対する実稼働日数の割合（短期）

不審事象等の発見数（中期）

ポイント

期待通りの成果を上げているかを検証
ex. 不正薬物の水際押収量の割合

（国内全押収量に占める税関関与分の割合）

ポイント
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10 監視・防止 事例（１）
財務省・税関監視艇整備運航経費

監視・防止活動が当初の計画通りに行われているのかを確認
ex. 監視艇の総稼働時間

長期アウトカムは、短期・中期アウトカムの積み重ねにより実現
ex. 運航計画日数に対する実稼働日数の割合（短期）

不審事象等の発見数（中期）

期待通りの成果を上げているかを検証
ex. 不正薬物の水際押収量の割合

91



事業の目的
（5行程度以内）

・近年の密輸事犯の巧妙化、多様化に対応した取締体制の整備などを図ることにより、不正薬物や銃砲等の社会悪物品、大量破壊兵器等のテロ関
連物資等の効果的な水際取締りを図る。
・輸入申告時における申告外物品の発見等により、適正な関税等の賦課・徴収を図る。
・検査機器を活用した迅速かつ的確な検査の実施により、国際物流の迅速化・円滑化を図る。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

出典：港湾統計（国土交通省）
なお、令和４年度の成果実績については、港湾統計の集計結果が揃っている令和４年４月から８月までの期間の割合を記載している。
　税関内では、出港前報告制度により入手する事前情報等の各種情報を活用した検査対象貨物の選定業務の実施や摘発事例及び摘発時画像の共有を通じた職
員の画像解析能力向上を通じて、検査の効果的・効率的な実施を進めているところ、結果としてこれらの取組みは本事業の目的のひとつである「国際物流の迅速
化・円滑化」に寄与している。

１．効果的な水際取締り

２．国際物流の迅速化・円滑化

合理的な配備がされているかを検証
ex. 全国の外貿コンテナ取扱個数に占める大

型Ｘ線検査装置を配備した港の外貿コン
テナ取扱個数の割合（９割以上を維持）

※検査装置の効果を最大限引き出すために、現場で
行われている取組（摘発事例及び摘発時画像の共
有を通じた職員の画像解析能力向上等）について
も記載

10 監視・防止 事例（２）
財務省・大型Ｘ線検査装置整備等経費

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標

過去５年の平均より増加

不正薬物の水際押収量の割合（不正薬物
のうち覚醒剤）
（注）国内全押収量に占める税関関与分
の割合。関係機関による実績等外的要因
による変動が大きいため、当該年を含め
た過去５年間の平均値を記載。

成果目標及び成果実績
②-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標

９割以上を維持

全国の外貿コンテナ取扱個数
に占める大型Ｘ線検査装置を
配備した港の外貿コンテナ取
扱個数の割合

※本事業の目的の一つである「国際物流の
迅速化・円滑化」についても目標を設定
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第３部 効果分析手法の活用による
政策の見直しの検討事例
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・ 政策効果に係る指標を適時に測定し、その進捗を確認することは、政策効果の把握のた
めに有益である。一方で、政策効果に係る指標は、必ずしも政策を実施したことによる影
響のみを受けるわけではない。様々な要因が指標に影響を与え得る中で、当該政策が実際
に指標に対して与えた影響が、政策の「効果」であると言うことができる。

・ 第２部では、政策の効果発現経路を整理する際の測定指標の設定のポイントについて
扱った。実際にその指標に沿ってデータを取得すると、現実には目論見どおりに効果が発
現していないことも想定される。目標達成のためには柔軟に政策を見直していくことが必
要であるが、現在の政策の効果を実証的に明らかにしたり、より効果の高い手段を分析し
たりするなど、政策の改善策を検討するためには効果分析手法を活用することが有効であ
る。第３部では、こうした考え方の下、各府省における前向きな挑戦を後押しするため、
政策担当者が政策の改善策の検討に資するよう、実務で活用可能な具体的な効果分析の事
例を紹介している。

・ なお、本資料で紹介している効果分析手法の手順については、既に様々な参考書がある
ことから、実際に取り組むに当たっては、それらを参照いただきたい。本資料では、取組
の改善を図りたい担当者が、効果分析手法の活用事例を見ることで、担当する業務に照ら
してどのような分析を行うのが良いか考える材料となり、「こういったことをやってみた
い」というきっかけにしていただきたい。

・ 第３部についても、今後の調査研究の進捗等に合わせ、事例を充実させる改定を重ね、
各行政機関において継続的に活用されることを期待している。

第３部について



効果分析手法の活用（概要）
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政策の効果とは

R4 R5 R6

目標 100 120 140

実績 80 100 150

とある補助事業の指標

政策介入

【実績】
R6には、目標数値を達成
しかし、目標は達成したと言えるが、
政策介入によって、これを達成したと
までは言えない

政策介入がなかった場合に、
実績がどのようになっていたか
分かれば、R6において、
介入がなかった場合と比較して
30の「差」が生じたと分かる

＝ 政策の効果

（ポイント）

・効果分析手法を適用し、政策の効果があったかどうかが明らかになる
・実績値を示すだけの場合と異なり、そこから効果を浮かび上がらせることで、

より根拠のある議論を展開することが可能（政策効果の有無の検証、政策の
手段ごとの効果比較 etc.）

政策の効果とは（概念）

R4 R5 R6

目標 100 120 140

実績 80 100 150

* 80 100 120

* 政策介入がなかった場合の実績
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どんなときに効果分析が有効なのか

とある施策の
担当者

効果分析により、
・政策の効果を統計学的に明らかにできる
・外部要因や、別の政策手段の効果ではな
く、当該政策の効果を分析できる

うまくいっている地方とそ
うでない地方があるが、そ
のバラツキの要因はなんだ
ろうか…

とある施策の
担当者

効果分析により、
・より高い効果につながる要因が分かる
・取組の効果を底上げするために注力すべ
きポイントを分析できる

→政策の効果を精緻に明らかにしたいとき

→取組の改善を図りたいとき

試行的に、複数の取組を実
施したが、どの取組が最も
効果的だったのだろうか…

とある施策の
担当者 効果分析により、

・異なる取組・手法により、効果にどのよ
うな差が出るのか分かる

・統計学的な有意性を確認することで、効
果を実証的に説明できる

→政策の本格実施前に、試行した取組の効果を確認したいとき

○○大綱の改定に向け、別の要
因を除いても、特定の政策の効
果がどのくらい上がっているか
明らかにしたい…
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第３部の構成と使い方

・ 第３部は、総務省がこれまでに取り組んできた実証的共同研究及び学術論文のリサーチの結果につ
いて、政策効果分析手法の活用事例という観点から整理したものである。

・ まず、第２部で扱ったアクティビティの分類に沿って、効果分析手法を適用することによってどの
ような示唆が得られるかについてポイントを整理し、具体例として、実証的共同研究の事例から、当
該研究を実施するに至った問題意識、研究結果やそこから得られた示唆をまとめた。また、学術論文
を基に、アクティビティごとに参考となる事例を紹介している。

想定される使い方

１．アクティビティから探す
事例の右上に付けられたアクティビティの種類のタグを参照

２．解決したい課題から探す
事例概要の「課題」の記載内容から、自分の関心事項に近いものを参照

３．行政評価局まで詳細を照会
事例の詳細を知りたい場合、遠慮なく行政評価局まで御相談いただきたい。

第３部の構成
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効果分析までの流れ

（１）効果の発現経路を整理する（ロジックモデルを作成する）

（２）リサーチデザインを整理する

⑧ どのようなデータが把握されているのか、当該データが入手可能かどうかを検討
⑨ 実際にデータを入手する（必要に応じて統計利用申請等を行うほか、場合によって
は追加的なアンケート調査等の実施を検討）

① 現状、課題の整理
② 政策目的の確認（長期アウトカムの確認）
③ 効果の範囲を確認（当該政策の影響が及ぶ範囲の確認）
④ ロジックモデルの作成
⑤ 必要な測定指標の設定

（３）データを入手する

⑥ 効果検証において焦点を当てる範囲の検討
（いきなり最終アウトカムの効果検証ができるものはほぼない）

⑦ リサーチデザイン（どのようなデータを基に、どのような分析を行うか）を検討

⑩ （２）（３）に基づき分析を行う

（４）分析をする

分析手法の選択
フェーズ
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効果分析手法を活用するための各段階における留意点

（１）効果の発現経路を整理する（ロジックモデルを作成する）

（２）リサーチデザインを整理する

・ 効果分析手法の活用を検討するに当たっては、まずロジックモデルをきちんと立て、それに基づ
く現状分析をしっかりと行うことが重要である（第２部参照）。ロジックモデルが、後述のリサー
チデザインの検討の土台となる。

（３）データを入手する

（４）分析をする

・ 整理したロジックモデルを基礎として、リサーチクエスチョン（効果分析によりどういったこと
を明らかにしたいか）を明確にし、これに対して適切な効果分析手法を検討する。

・ 効果分析の手法は、「こういう場合には、このように取り組めばいい」と一般化できるものでは
なく、個別の取組の特性や得られるデータに応じて、最適な手法を柔軟に選択する必要がある。

・ 必要なデータの収集や効果分析を、一遍にやるには作業負荷が大きくなりがちである。優先順位
やフィージビリティ等を考慮しつつ、計画的かつ継続的に実施することが重要である。

・ 効果分析は何でも分析可能なツールではなく、現実には収集可能なデータに関する制約や、主と
して過去から現在までの社会状況を分析するものであるといったことに留意が必要。

・ 効果分析に活用するデータの留意点については、次ページを参照。どのような方法でデータを収
集する場合でも、効果分析の際には、介入/非介入を適切に比較できるよう留意が必要。

・ 現状を分析するために政策実施後に分析手法の活用を検討することも重要であるが、継続的な政
策の改善のためには、得るべきデータや分析の手法をあらかじめ政策立案段階で明らかにし、必要
なデータを取得できるようにしておくことが有効。

・ 分析の結果、必ずしも有意な結果が得られない場合もあるが、結果だけにとらわれず、検証作業
全体を通じて施策の見直しや改善のヒントを探していくことが重要である。
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効果分析に活用するデータについて

ケース１（既存の統計等を活用する場合）

ケース２（新規にアンケート等を行う場合）

（特徴）
・一般に、データの正確性や信頼性が高い
・統計の作成方法に関する情報が公表されている
（留意点）
・政策の効果分析に必要な事項と、既存統計の対象や
調査項目とは必ずしもマッチしない

※ アンケート等で収集したデータと組み合わせて
分析することも一案

・個票データの申請・提供には一定程度の時間を要する

（特徴）
・政策の効果分析に必要な事項に即した、詳細な
調査デザインが可能

（留意点）
・アンケート等の実施者及び報告者に一定のコスト
がかかる

・効果分析を行うためには全数調査の必要はなく、
数十～程度でも一定の分析は可能である

・サンプルが偏らないように留意した上で、
アンケート回収率をできる限り高める

※ 事業実施箇所の選定など、実務を行う過程で、
サンプルに偏りが生じうることも意識しておく。

１．事例
・♯7119（救急安心センター事業）の

導入効果
（消防本部単位別の救急搬送者数のデータ等）
・農山漁村振興交付金（農林業センサス）

１．新規にアンケート等を行った事例
・農山漁村振興交付金
・在外教育施設に派遣された教師に係る

派遣効果
・女性活躍推進

２．モデル的に事業を実施した上で、対象者
にアンケートを行った事例
・刑務所における受刑者の就労支援希望の
申し出促進策

・財政教育プログラム
・競争政策における広報
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実証的共同研究、論文調査、参考文献の紹介

総務省行政評価局では、EBPMのリーディングケースの提示を目指し、関係府省とともに、学識経験者
の参画を得て、政策効果の把握・分析手法の実証的共同研究を実施している。具体的には、ロジックモ
デルの作成、調査設計、データ収集から統計分析までを一気通貫で行うこととし、令和４年度までで12
件の研究を行った。（参考：https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/seisaku_ebpm.html#/ ）

あわせて、以下のような、効果検証の準備段階や途中過程の取組についても支援している。
・効果検証のための適切な指標設定
・現状把握と課題設定のためのデータやエビデンスの収集
・指標に基づいたデータの収集・整理

本資料に掲載した事例の一部は、これらの取組の成果を簡潔に取りまとめたものであり、気になった
事例があった場合には、詳細を当局にご照会いただきたい。また、事例に関することにとどまらず、効
果検証に関することは、何でもお気軽にご相談いただきたい。

実証的共同研究について

論文調査 その他参考文献

総務省行政評価局の調査研究において、東京大学エコ
ノミックコンサルティング（株）（UTEcon）が、国内外
の研究機関等が創出している先行研究等（査読付き英文
論文など）を収集・分析する活動を実施している。また、
研究内容のサマリーを、実務家向けにオンライン講義形
式で受講いただく取組を行っている。

本資料では、本研究により収集した事例を再編集して
掲載しており、こちらについても、気になった事例が
あった場合には、詳細を当局にご照会いただきたい。

●計量経済学の第一歩 実証分析のススメ（田中隆一

著）（有斐閣）

●政策評価のための因果関係の見つけ方（著：エステル・
デュフロ、監訳・解説：小林庸平）（日本論評社）

●原因と結果の経済学―データから真実を見抜く思考法

（中室牧子、津川友介著）（ダイヤモンド社）

●データ分析の力 因果関係に迫る思考法

(伊藤公一朗著）（光文社新書）

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/seisaku_ebpm.html#/
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効果分析手法の活用事例
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受容者の行動の変化
ex) 客観的な健康状態の
変化

受容者の認識の変化
ex) 介入群の「将来的に
運動的な生活習慣を続け
る自信」、「週当たりに
運動を行う日数」 「全体
的な健康状態に関する評
価」を非介入群と比較

情報の受容
ex) 介入群に配信、情報
を受容

受容側

● 広報・普及啓発 効果分析のイメージ

発信側

アクティビティ・
アウトプット

アウトカム①

アウトカム②

アウトカム③

情報発信
ex) 食生活や運動などの
健康に関する問題や具体
的な改善アドバイスの情
報をICTを用いて配信

【実績値を追う手法】
「政策介入による効果」と
「時間の経過や社会情勢の
変化等の外部要因による実
績値への影響」が混ざり
合った効果が把握される

【効果分析手法】
ex)介入群と非介入群を設
定して比較して分析するこ
とで、「政策介入による効
果」（左記矢印の確からし
さ）を確認することができ
る

【実績値を追う手法】
実績値の変化を追うことで、
大まかな進捗は把握できる
が、政策の改善に資する具
体的な情報は得られない

【効果分析手法】
ex)政策の実施方法の工夫
（別手段の活用など）でよ
り大きな効果が得られるこ
とがわかる

ex)当該論文では、最終的なアウトカムは対象者の
「全体的な健康状態に関する評価」であり、健康
状態に関する自己認識としている。客観的な健康
状態を把握できると更なる示唆を得られる

• 効果分析手法を適用することで、第２部で扱われた実績値を追う手法よりも「政策介入による
効果」を確認できるとともに、政策の課題の解決・改善策の検討材料を得ることができる。

（※）ex)は、「健康に関する情報のICTを用いた発信」をもとに記載している。 105
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【事例の概要】

○発表年 令和４年
○対象国 デンマーク
○事業内容 食生活や運動などの健康に関する問題や具体的な改善アドバイスの情報をICTを

用いて配信
○課 題 情報発信において啓発効果を高めるために必要な工夫や啓発におけるリーフレッ

トの有効性の検討
○手 法 RCT（→129ページ参照）
成人4,880人の被験者を、健康に関する情報を提供するグループ（介入群）と提供しないグループ（非介入群）にランダムに分けて、行
動・健康状態に関する質問票に答えさせてアウトカムを計測（n=4,880）※追跡調査あり

○結 果
（１）「将来的に運動的な生活習慣を続ける自信」、「週当たりに運動を行う日数」、「全体的な健

康状態に関する評価」に対する効果の推定値が小さいながらも統計的有意に高まった
（２）健康に関するアドバイスを受信した可能性が高い市民（アンケートの回答時間が 60 秒以上）

に限定すると、その効果の推定値は大きくなった。如何に市民にアドバイスを受信させるかが重要
との示唆。

－手法の選定理由－
実験が行われたデンマークのオーフス市では、e-Boks （政府、民間からの文書の受け取り・署名が出来るICTサービ

スで、ほぼ全てのデンマーク市民が登録済み）が提供されており、市民を無作為抽出して介入群と非介入群に設定する
ことが可能だった。

－分析の限界－
・最終的なアウトカムは対象者の「全体的な健康状態に関する評価」であり、客観的な健康状態ではなく、健康状態に
関する自己認識としている
（出典）Morten Hjourtskov , Simon Zacher Kjeldsen & Emil Sydendal Hansen(2022) “Receiving and engaging: can a simple ICT delivered 
government message change citizen health behavior? A field experiment” Public Management Review 

健康に関する情報のICTを用いた発信

広報・普及啓発

論文
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競争政策における広報

【事例の概要】

○実施年 平成30年度～令和元年度
○課 題 より確度の高い広報施策の効果検証

ハイパフォーマー（高業績者）の特定とその職員から必要なスキル等の抽出
○手 法 クラスターRCT（→130ページ参照）、回帰分析
○事業内容

広報・普及啓発

実証的共同研究

公正取引委員会では、競争政策に対する理解度・
関心・行動意向の向上のため、職員が講師を務める
一般消費者を対象とした「消費者セミナー」等を実
施。「消費者セミナー」は、座学だけでなく、演習
としてシミュレーションゲームも取り入れている。

○結 果
（１）消費者セミナーの参加者数の増加やセミナー
時間が長くなることは、参加者の理解・関心を低
下させる傾向がある。

（２）クラスターランダム化比較試験を用いたシ
ミュレーションゲームの効果検証の結果について
は、特に小規模セミナーや50代以下に限定した場
合、統計的に有意に満足度が高い。

（３）役職の高い経験豊富な講師の方が、参加者の
理解・関心などのアウトカムを高める傾向がある。

表 消費者セミナー属性と満足度等に関する回帰分析結果

（注）主要な変数の係数のみ表示。標準誤差は省略。***p<0.01, **p<0.05, *p<o.1



108

－分析の課題設定－
セミナー等の参加者の属性や参加者数、シミュレーショ

ンゲームの有無、セミナー時間等が、主観的満足度、行動
変容に影響を与えるか。

－手法の選定理由－
参加者へのアンケート結果から、回帰分析を実施。また、

シミュレーションゲームの有無による結果差について、
「クラスターランダム化比較試験」により分析。

－分析をするに当たり行った工夫－
参加者に対してゲームを利用するセミナーと、そうでな

いセミナーをランダムに振り分け、クラスター単位でRCT
を実施できる状況を設定。
本分析は、平成30年度にも実施したが、ランダム化対象

のセミナー数が少なかったため、令和元年度も継続的に調
査を実施し、平成30年度の実施データと統合して分析。

－本事例から得られた知見－
・一見、実施する広報施策に効果があるように見えたとし
ても、参加者の個人属性（年齢等）やセミナー属性（参加
者規模、セミナー時間、講師属性等）を把握できれば、効
果をより丁寧に明らかにすることができる。

－分析結果がどう実務にいかされたか－
セミナー等の満足度や理解度をより高める職員を特定で

きたため、そのような職員が講師として、職員向けの勉強
会の開催や講義動画の作成を行い、そのスキルを共有した。

表 シミュレーションゲームの効果分析結果

小規模の
み

50代以下
のみ

小規模・
50代以下
のみ

小規模の
み

50代以下
のみ

小規模・
50代以下
のみ

小規模の
み

50代以下
のみ

小規模・
50代以下
のみ

-0.029 0.101 0.180 0.190 0.335 -0.005 0.048 0.152 -0.005 0.013 -1.435 -2.531 -1.518 -2.470 -9.174
p値 クラスター頑健 0.747 0.221 0.140 0.003 0.036 0.933 0.320 0.080 0.946 0.889 0.492 0.193 0.528 0.244 0.120

wild bootstrap 0.809 0.303 0.218 0.021 0.029 0.959 0.325 0.135 0.960 0.873 0.553 0.223 0.553 0.222 0.184
permutation test 0.828 0.352 0.132 0.048 0.098 0.960 0.558 0.136 0.942 0.896 0.484 0.288 0.642 0.276 0.140

サンプルサイズ 649 649 268 332 74 646 646 268 334 76 647 647 275 336 77
クラスター数 21 21 16 18 13 21 21 16 18 13 21 21 16 19 14

満足度 理解度 正解率（％）

係数

全体 全体 全体

参加者数加味 参加者数加味 参加者数加味

（注）・「係数」は、処置群（シミュレーション）ダミーのパラメータ推定値。
・ｐ値は、係数がゼロという帰無仮説の下で、係数の値以上をとる確率（p値が十分
に小さい場合、係数がゼロであるという帰無仮説が棄却される。）。有意水準0.1
を下回るp値について、グレー網掛け。

・級内（クラスター）相関による影響を補正するため、複数の方法によりp値を計算。

図表 エラー! 指定したスタイルは使われていません。-① 分析対象のセミナー 

 

年度 実施月 層 区分 参加者数
H30 10月 A 対照群 19

10月 A 対照群 12
10月 A 処置群 70
11月 A 処置群 9
2月 B 対照群 21
3月 B 処置群 21

R1 9月 C 処置群 79
9月 C 対照群 21
10月 F 処置群 27
10月 C 対照群 13
11月 D 対照群 9
11月 C 処置群 22
11月 E 対照群 103
11月 G 処置群 6
11月 G 対照群 30
11月 C 処置群 22
12月 E 処置群 136
1月 F 対照群 29
2月 C 対照群 51
2月 D 処置群 14
2月 H 処置群 18

表 クラスターRCTの分析対象セミナー

（注）「層」とはランダム割付を行う際のグループ。属性の似通ったセミナーを層化（グループ
化）したうえで、各層のなかでランダム割付を行うことによって、処置群と対照群でセミ
ナー属性を均質化することができ、効果検証の精度を高めることができる。
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刑務所における受刑者の就労支援希望の申し出促進策

【事例の概要】

○実施年 令和４年度
○課 題 受刑者の就労支援希望の申し出の促進
○手 法 クラスターRCT（→130ページ参照）、アンケート調査
○事業内容

広報・普及啓発

実証的共同研究

法務省では、受刑者の再犯防止のためには就労が
重要であるため、刑務所等において、受刑者に対す
る就労支援サービスを任意で実施している。一方で、
利用者は出所者全体の約2割程度にとどまっている。

○結 果
（１）最終的な事業目的である就労支援サービスの利
用希望を促す効果が、チラシ配布によって得られた
かどうかについては、分析の結果、統計的な有意性
は確認できなかった。

（２）一方で、就労支援サービスの利用希望までは至
らないものの、その前段階として、サービスの内容
理解を促す効果があることは確認できた。具体的に
は「刑事施設にいたことを知られずに受けられる支
援がある」、就労支援に含まれる支援内容のうち
「１対１の就職相談」「あなたに合った仕事の探し
方」、そして「就労支援の有効性理解」については
約5ポイント以上の介入効果が生じており、これらは
統計的にも5％水準で有意な差となっている。

表 チラシ配布による介入効果に関する回帰分析結果
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－分析の課題設定－
刑務所職員や刑務所出所者等へのヒアリングを行い、就労支援

サービス利用までのジャーニーマップを作成（表参照）、サービス
利用に至るまでの課題を整理し、課題解消に向けてチラシを作成し
た。そのチラシを刑務所５庁の工場に配布し、チラシ配布の効果を
アンケートにより測定した。

－手法の選定理由－
・ランダム化比較試験を活用したのは、政策（チラシの配布）の効
果を検証する上で最も厳密な測定手法であるため。
・今回、政策として「ナッジ」※の手法を活用したのは、就労支援
サービスはあくまで任意であり、制度上、強制的に受けさせること
はできないため。

－分析をするに当たり行った工夫－
職員の負担や実施のコスト、倫理面に考慮した上で、効果が一定

程度見込める取組はどのようなものがあるかの検討や、如何にエビ
デンスレベルの高い効果検証デザインで効果検証を実施するかの検
討を行った。
また、介入／非介入の工場を決定するための工程（ランダム割り

付け）において、分析の妥当性は確保した上で、法務省職員が職場
の環境下でできる方法（エクセル）により行った。

－本事例から得られた知見－
統計的な分析に入る前に、課題の解決策を検討するための探索的

な分析（アンケートやヒアリング等）も合わせて実施することで、
次の介入方策の検討を行うことが可能となる。

－分析結果がどう実務にいかされたか－
作成したチラシは、実証実験を実施した施設以外にも共有し、利

用を促した。また、分析結果から、就労支援の意向表明と実際の希
望申し出との間には大きな隔たりがあることが示唆されたため、隔
たりを解消するような希望の取り方についての取組を検討する予定。

【参考】本研究は、「ベストナッジ賞」コンテスト2023（一般部門）において、
ベストナッジ賞（環境大臣賞）を受賞
https://www.env.go.jp/press/press_02578.html

表 課題分析

表 チラシ配布に関するクラスターランダム化比較試験のイメージ

※ナッジ（nudge：そっと後押しする）とは、行動科学の知見（行動インサイト）の活用に
より、人々が自分自身にとってより良い選択を自発的に取れるように手助けする政策手法。
出典：第311回 消費者委員会本会議資料（日本版ナッジ・ユニットBEST）



【事例の概要】

○発表年 平成23年
○対象国 アメリカ
○事業内容 ニューヨーク州域内全てのチェーン店に対する商品のカロリー表示の義務化
○課 題 カロリー表示の義務化による健康（肥満）への有効性はあるか。また、購買行動

の変化が民間企業に不利益をもたらすか。
○手 法 差の差分析（→134ページ参照）

カロリー表示が義務化されたニューヨーク（介入群）と義務化が行われていないボストン、フィラデルフィア（非介入群）の民間コー

ヒーチェーン店の購買情報を用いて、利用者の購買行動（購入商品数、1商品当たりのカロリー量）に変化があるかを分析するとともに、
店舗の売上げに変化があるかを分析（n=11292）

○結 果
（１）カロリー表示の義務化により、カロリーを6％減少させる効果はあるが、市民の体重がわずかに

減少する程度の効果に止まるが、カロリー表示の義務化政策のコストは非常に低いので小さな利益
でもコストを上回る可能性がある。

（２）カロリー表示の義務化は、1日の平均店舗収益に対して統計的に有意な影響を与えない。

－手法の選定理由－
政策介入による効果と、経済情勢の変化等

による時間による効果を峻別して介入効果の
みを抽出するため本手法がとられた。

－分析の限界－
BMI等肥満に関する指標は計測されていない

ため、スターバックスの利用者における購買
行動の変化の分析にとどまっている。

図 差の差分析のイメージ

ニューヨークの
反実仮想(ボス
トン、フィラデ
ルフィアより)

実際のニュー
ヨーク

ボストン、フィ
ラデルフィア

ニューヨークの介入前 ニューヨークの介入後

カロリー

介入効果
（本論文の
場合6％）

（出典） Bryan Bollinger, Phillip Leslie, and Alan Srensen(2011) “Calorie Posting in Chain Restaurants” American Economic Journal

広報・普及啓発

論文

商品のカロリー表示の義務化
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● 研修・人材育成 効果分析のイメージ

• 効果分析手法を適用することで、第２部で扱われた実績値を追う手法よりも「政策介入による
効果」を確認できるとともに、政策の課題の解決・改善策の検討材料を得ることができる。

（※）ex)は、「公的職業訓練（離職者訓練）」をもとに記載している。

研修等の実施

アクティビティ

開催回数
受講者数

アウトプット

ex1. 満足度（アンケ－ト）
ex2. 習熟度テスト
ex3. 資格試験の合格率
ex4. 修了者数（率）

短期アウトカム

ex1. 一定期間経過後の就職率
ex2. コンクールや賞の受賞人数

中期・長期アウトカム

ex) 離職者訓練の提供

ex) 離職者が訓練を受講

ex) 介入群の「就業率」
「年収」「正社員雇用
率」を非介入群と比較

【実績値を追う手法】
「離職者訓練」を受講する者は元々就職に対する
意欲が高い者であるなどの属人的要因があるとこ
ろ、「政策介入による効果」とその要因が混ざり
合った効果が把握される

【効果分析手法】
ex)介入群と非介入群を設定して比較して分析す
ることで、「政策介入による効果」（左記矢印の
確からしさ）を確認することができる

ex)当該論文では、サンプルサイズの問題で職業
訓練の種類による指標の変化等、より詳細な職
業訓練の効果について分析できていないが、ど
の職業訓練が効果があるか等の分析を行えば更
なる示唆を得られる
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【事例の概要】

○発表年 令和４年
○対象国 日本
○事業内容 失業者が希望する仕事に就くために必要なスキルや知識を習得することを支援す

る「離職者訓練」（公的職業訓練制度の１つ）
○課 題 「離職者訓練」が離職者のその後の就業率、年収、正社員雇用率にプラスの影響

を与えているか
○手 法 傾向スコアマッチング（→132ページ参照）

「就業構造基本調査」の個票データを用いて、離職者訓練を受けた群（介入群）と比較することが適切な群をマッチングした上で比較

した（n=7812）

○結 果
（１）離職者訓練は男女共に就業確率を上昇させる。
（２）年収と正規雇用率への効果は女性のみに認められる。

－手法の選定理由－
離職者訓練を受けた人たちのアウトカムと比較するべきは「離職者訓練を実際に受けた人たちが仮に離職者訓練を受

けていなかった場合のアウトカム」だが、これは現実に観察できない。そのため、この観察できないアウトカムを、離
職者訓練を受ける確率（傾向スコア）を用いて比較可能な群として構築し、アウトカムを比較した。

－分析の限界－

職業訓練の種類による指標の変化等、より詳細な職業訓練の効果については、サンプルサイズが十分でなく、分析す
ることは難しい。

（出典） Hiromi Hara (2022) “The Effect of public-sponsored job training in Japan” Journal of the Japanese and International Economies

研修・人材育成

論文

公的職業訓練（離職者訓練）
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財政教育プログラム

実証的共同研究【事例の概要】

○実施年 令和元年度
○課 題 実施にかかる職員負担軽減のための現状把握と効果検証
○手 法 回帰分析（→136ページ参照） 、アンケート調査
○事業内容

健全な財政の確保等を任務としている財務省では、
日本の財政について、国民の一層の理解を得るため
に情報発信に取り組んでいる。特に、「若年層」に
伝える手段として、各学校で、アクティブ・ラーニ
ングを取り入れた「財政教育プログラム」を実施。

○結 果
（１）授業時間は90分以上など十分な時間を確保、
受講人数は35人以下など多くなりすぎない方が、
理解度等は高まる可能性がある。

（２）講師経験が豊富な職員が講師を務めたり、講
師が11時間以上しっかりと準備を行った方が、理
解度等は高まる可能性がある。

（３）グループワークのために講師以外に派遣する
アドバイザーは、アドバイザー１人当たりの児
童・生徒数が11人以上となる方が理解度等が高ま
る可能性があり、過度なアドバイザーの派遣は削
減の余地がある。

研修・人材育成

財政教育プログラムの実施方法と児童・生徒の理解度等の変化に
関する回帰分析結果（推定値） 対象：全学校



－分析の課題設定－
財政教育プログラムの実施方法（授業時間や受講人数、

グループワークのアドバイザーの人数や講師の属性等）の
違いによって、児童・生徒の理解度等に影響は生じるか。

－手法の選定理由－
プログラム前後でアンケート調査を実施し、前後比較に

よる回帰分析を実施した。プログラムの直前直後にアン
ケート調査を行ったことから、理解度の変化は、財政教育
プログラムの受講によるものであると仮定し、差の差分析
（DID）までは行わなかった。

－分析をするに当たり行った工夫－
本調査研究の実施以前からアンケート自体は実施してい

るものの、分析の課題設定に合わせてアンケートの設計を
見直した。従来のアンケートでは、「授業内容を自分なり
に理解することができた」など主観的な理解度を測ってい
たが、授業の前後で財政に関するクイズを出題し、客観的
な理解度の変化も測ることとした。

－本事例から得られた知見－
本事例では、アンケート調査・回帰分析の実施前に、明

確な課題設定・活用目的を定めており、その目的に沿って、
取組の改善につながる示唆が得られた。アンケート調査・
分析の実施においては、目的をあらかじめ定めて設計・調
査を行うことが有益ではないか。

－分析結果がどう実務にいかされたか－
分析により明らかになった、児童・生徒の理解度等がよ

り高まる可能性がある方法等を省内・各財務局に周知した。
その上で、引き続き実施校と相談し、個々の授業の検討を
行うこととした。 115

小
学
校

国が税金としてみんなから集めたお金と、みんなのために使うお金はどちらが
大きいでしょうか。

A 集めたお金 B 支払ったお金
C 変わらない D 分からない

中
学
校

税収と歳出の関係として、正しいものを選んでください。
A 税収の方が多い B 歳出の方が多い
C 変わらない D 分からない

高
等
学
校

税収は伸び悩んでいますが、一方、歳出はどうなっているのでしょうか。
A 伸び悩んでいる B 増えている
C 減っている D 分からない

表 客観的な理解度を測定するための財政に関するクイズ

クイズは小学校・中学校・高等学校のそれぞれのレベルに合わせて作成しており、
具体的には以下のようなクイズを４問ずつ出題している。

図 アンケート調査の設計における目的と検証仮説の設定
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在外教育施設に派遣された教師に係る派遣効果

実証的共同研究【事例の概要】

○実施年 令和３年度
○課 題 在外教育施設への派遣による教師の能力向上の効果検証
○手 法 差の差分析（DID分析）（→134ページ参照）、アンケート調査
○事業内容

海外に在留する日本人の子供のための在外教育施設に
対し、文部科学省は、教師派遣の支援を実施。

派遣総数は、2012年以降増加しているものの、充足率
は70％台を推移（研究時点）。

○結 果
（１）派遣教師は、非派遣教師と比較して、カリ
キュラム・マネジメント能力、多文化・多言語環
境における指導能力に関して、能力を伸ばしてい
ることが確認された。

また、派遣先の文化や習慣に戸惑う経験がある
と効果が低くなる傾向がみられたが、派遣中に派
遣元の教育委員会とコミュニケーションを取り、
不安を軽減することで派遣効果が高まる可能性が
ある等の示唆を得た。

（２）ヒアリングにより、在外教育施設では、各都
道府県から教師が集まるため、他地域の指導方法
が学べたこと、現地で生まれ育った児童生徒など
多様な児童生徒を指導する機会があったことが役
立っている等の結果を得た。

研修・人材育成

（注）2011年度時点が派遣後の場合、2011年度のアウトカムにも派遣による効果が含まれる可能性があるため、「派遣経験あり」
の教師は2011年度以降に派遣を開始した教師にデータを限定している。

図 派遣経験別のカリキュラム・マネジメント能力の平均値推移



－分析の課題設定－
派遣が教師の能力等の向上にどのように寄与しているの

か、必ずしも定量的に明らかとなっていない。

－手法の選定理由－
派遣教師の派遣前後の比較のみでは、派遣効果を厳密に

測定することは難しいため、派遣教師と非派遣教師の事前
事後のデータを用いて「差の差分析」を実施。派遣教師の
属性や派遣先の環境・取組による効果の違いについては、
「差の差分析」と回帰分析を組み合わせて実施。

－分析をするに当たり行った工夫－
教師向けアンケートは「自己評価」であり、客観性に欠

ける面があるため、第三者評価として管理職へのアンケー
トも実施。両アンケートでは整合的な結果が確認された。
※ ただし、管理職へのアンケートは一時点での評価であるため、派遣前後の
変化を判断できないなどの限界もある点に留意。

－本事例から得られた知見－
効果検証に使用できる既存のデータが少なかったため、

本事例では、アンケートを用いてデータを作成した。今回
のような調査を継続的に実施していくことは現場の負担も
大きいため、日常的な活動の中で無理なくデータを集めら
れるようにする工夫が重要ではないか。

－分析結果がどう実務にいかされたか－
研究成果は、全国の教育委員会向けの冊子（教育委員会

月報）で紹介され、在外教育施設への派遣を希望する教師
の募集の際にも活用（冊子、ポスター）。
なお、本研究の結果を基に、引き続き学術的な研究が行

われている。
RIETIノンテクニカルサマリー:海外派遣は教員の資質・能力を高めるか？

https://www.rieti.go.jp/jp/publications/nts/23e055.html 117

図 分析例：在外教育施設への派遣効果

↑非派遣教師の「伸び」を基準（「0.0」）として、派遣教師の「伸び」の方が大きい場合はプラス（右側）に、

小さい場合はマイナス（左側）に数値が表示される。また、数値が大きいほど派遣の効果が高いことを示す。上

図のとおり、全般的に派遣者の伸びの方がプラスに出ており、特に「カリキュラム・マネジメント」「多文化・多言語環

境における指導」については、明確に効果が高いことが確認された。

図 ロジックモデル



● 窓口・相談 効果分析のイメージ

• 効果分析手法を適用することで、第２部で扱われた実績値を追う手法よりもボトルネックの探
索とアクティビティの在り方の検討材料を得ることができる。

（※）ex)は、「公共部門に使用される人工知能(AI)チャットボットに対する信頼」をもとに記載している。

課題の発生から解決するまでのフロー

ボトル
ネック

⓪ 事業の存在を知らないと
事業を利用できない

ex)チャットボットの存在を
知らないと相談できない

① 利用できないと
支援を受けられない

② 課題に対応した支援を
受けられないと意味がない

ex)自らの相談内容がチャット
ボットが課題を解決してくれ
ると思わなければ相談しない

③ 課題を解決しないと
意味がない

【実績値を追う手法】
実績値の変化を追うことでニー
ズや認知度等は把握できるが、
政策の改善に資する具体的な情
報は得られない

【効果分析手法】
ex)行政分野により相談対応方法に
向き不向きがあることがわかる

ex)政策の実施方法の工夫でより大
きな効果が得られることがわかる
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【事例の概要】
○発表年 令和２年
○対象国 日本
○事業内容 公共部門における対一般市民向けの「人工知能（AI）チャットボット」の導入
○課 題 問い合わせ内容や行政が用いる目的によってAIチャットボットに対する信頼は異

なるのか
○手 法 ビネット調査（架空の人物や状況の設定）を用いた実験

（→実験の構造はRCTに近いため、128ページを参照）

オンラインパネルを活用し、問い合わせ分野（総合案内/子育て支援・悩み相談/税務相談/ゴミ分別）と行政がAIチャットボットを用い

る目的（職員の負担軽減/職員が他の業務に充てる時間の確保/対応の均一化/24時間365日タイムリーな対応）を設定した状況において、
①当該チャットボットをどれだけ信用できるか、②人間の職員とチャットボットのどちらを信用できるかを分析（n=8000）

○結 果
（１）AIチャットボットの信頼は問い合わせ内容によって有意に変化する。
（２）子育て支援・悩み相談に関する分野ではAIチャットボットの信頼が低かった。

→子育て支援・悩み相談には、複雑な状況を理解したり、共感することが求められるが、市民は AI チャットボットにこれら
のパフォーマンスを期待していない可能性が示唆された

（３）対応の均一化や24時間365日タイムリーな対応が期待されることを明記すると、AIチャットボッ
トの信頼は高まった。
→対応の均一化や 24 時間 365 日タイムリーな対応という市民の利便向上に言及することで、 AI チャットボットの信頼が高

まる可能性が示唆された

－手法の選定理由－
令和元年当時はAIチャットボットはそこまで一般的ではなく、架空の状況の設定が必要だった。また、相談対応にお

いてAIチャットボットを利用した者と利用しなかった者を単純に比較することは難しいため。

－分析の限界－
・オンラインパネルのためサンプルが代表性に欠ける面がある。
・架空の人物や状況の設定に対する反応の分析にとどまっている。

（出典）Naomi Aoki (2020) “An experimental study of public trust in AI chatbots in the public sector” Government Information Quarterly

窓口・相談

論文

公共部門に使用される人工知能(AI)チャットボットに対する信頼
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♯7119（救急安心センター事業）の導入効果

窓口・相談

実証的共同研究【事例の概要】

○実施年 令和２年度
○課 題 全国に広く展開していくための現状把握と効果検証
○手 法 差の差分析（DID分析）（→134ページ参照）、アンケート調査
○事業内容

総務省消防庁では、近年の緊急出動件数の大幅な増加、
現場到着時間の延伸を受け、急なケガや病気で救急車を
呼ぶべきか判断に迷うときに、専門家に電話で相談でき
るサービス「♯7119」を実施。導入・運営は地方公共団
体が実施。これまでに都市部を中心に導入（研究時点の
人口カバー率46％）。

○結 果
（１）導入済地域では、未導入地域と比較すると、
救急出動件数、搬送人数、軽症者割合及び夜間割
合が減少しており、♯7119の全国展開に向けて、
一定の導入効果が確認された。

（２）導入効果には認知度が大きな影響を与えてい
ることが明らかとなり、導入から日の浅い地域等
では認知度が低いケースもあることから、認知度
の向上を図ることが重要。

（３）かかりつけ医等がいることが認知に大きな影
響を与えていることが明らかとなったことから、
かかりつけ医等と連携しながら♯7119の認知度を
高めることが有効な方策と考えられる。

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000

1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11

2015 2016 2017 2018 2019

（搬送者数）

周辺自治体（＃7119未導入地域）

＃7119導入済地域

＃7119が導入

＃7119が

導入されな

かった場合

の搬送者数
＃7119の効果

（年月）

図 差の差分析のイメージ（♯7119）

※数値は仮設値

-12%
-10%
-8%
-6%
-4%
-2%

2%
4%

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目以降

導入済
地域全体

（変化率）

導入済地域は、未導入地域と比較して、急病救
急搬送人員数が抑制されていることが判明

図 10万人当たり急病救急搬送人員数に対する♯7119導入の影響

＜定量分析結果例＞



－分析の課題設定－
♯7119は出動件数や軽症者割合を減少させたか。また、

♯7119を知っているか。利用したことがあるか。

－手法の選定理由－
♯7119の導入・未導入地域ともに救急需要は年々増加し

ており、施策実施前後の単純な比較では効果を明らかにで
きないため、導入済地域と未導入地域のデータの差が施策
実施前後でどう変化したかを比較する「差の差分析」を実
施。このほか、♯7119の認知度や利用に関する意思決定プ
ロセスの違いを分析するために導入済地域と未導入地域の
住民を対象にアンケート調査を実施。

－分析をするに当たり行った工夫－
今回の分析では、これまであまり分析に使われてこな

かった、サンプルサイズの大きな悉皆性の高い行政データ
を活用した。このような行政データは他の政策分野でも
「眠っている」可能性があり、有効活用が重要。

－本事例から得られた知見－
・効果検証を、いきなり最終アウトカムに近いところから
始めるのは困難である場合が多い。その手前の中間アウト
カムから検証することが妥当であり、そのためにもロジッ
クの整理が必要。

－分析結果がどう実務にいかされたか－
♯7119の未導入地域に対する説明会における説明材料と

して活用

（注）推定には、性別、居住年数、地域要因、居住年数、医療機関等へのアクセスも加味している。
* p<0.1  ** p<0.05  *** p<0.01、カッコ内は頑健標準誤差（p値が低いほど（*が多いほ
ど）その状況が偶然に発生している確率が低くなる）

(1) (2)

(0.0167) (0.0163)

年代ダミー 20代以下 0.0391 0.0414

（基準は40代） (0.0330) (0.0327)

30代 0.0529** 0.0441*

(0.0255) (0.0252)

50代 -0.0129 -0.0224

(0.0214) (0.0213)

60代以上 0.0768*** 0.0556**

(0.0231) (0.0235)

医療資源等への 通院回数 0.00191

　　アクセス (0.00177)

休日・夜間診療可能な病院 0.0630***

(0.0163)

かかりつけ医 0.142***

(0.0208)

相談できる医療関係者 0.0502***

(0.0194)

119番利用回数 0.0275***

(0.00690)

図 ♯7119の認知に与える影響

※各項目がなかった

場合等を「0」とした

場合と比較

・身近に「休日・夜間診療可能な病院」があると、ない場合に比べて6.3％認
知度が高い

・「かかりつけ医」がいると、いない場合に比べて14.2％認知度が高い

＜アンケート分析結果例＞
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図 ロジックモデル
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その他の事例

（その他の事例に関する補足）
・ これまで、事例の蓄積を踏まえ、「広報・普及啓発」、「研修・人材育成」及び「窓
口・相談」という３つのアクティビティに沿って効果分析手法適用のポイントを整理する
とともに、具体的な事例を挙げてきた。

・ 以下では、事例が少なくポイントを整理するには及んでいないが、実証的共同研究の事
例のうち、知見として共有するべきと考えられるものを紹介している。これらのアクティ
ビティについても、追って、事例の追加に応じて、ポイントの整理や様々なケースを紹介
していくことを想定している。



女性活躍の推進

実証的共同研究【事例の概要】

○実施年 令和元年度
○課 題 女性活躍推進法に基づく取組等の効果分析
○手 法 差の差分析（DID分析）、回帰不連続デザイン（→130ページ参照） 、

アンケート調査、実地調査
○事業内容

厚生労働省は、女性活躍推進法の施行により、
女性活躍に関する数値目標等を定めた事業主行動
計画の策定・公表、情報公表（見える化）等を義
務付け（常用労働者300人以下※の事業者は努力
義務）。※現在は100人以下

○結 果
（１）情報公表（見える化）による政策効果の発現
経路（ロジックモデル）を整理し、短期や中長期
でどのような効果が発現する目論見であるかをあ
らかじめ整理した。

（２）短期アウトカム（女性応募者数の増加等）、中
長期アウトカム（女性管理職比率等）について、
DID分析で情報公表（見える化）による効果測定
をしたところ、情報公表の義務付けによって、多
くの指標が進展傾向にあることが示唆された。

その他

図 義務付けの有無と女性応募者数の関係

13.04

15.12

H27 H29

常用労働者301人以上の事業者
常用労働者101人以上300人以下の事業者

（年）

14.00

12.00

2.08

0.29

公表の義務化
により、 1.8
ポイント伸び
ていることが
示唆

9.00

8.00

注１.アンケート調査のサンプルの偏りを補正するため、業種割合等を考慮した分析になるよう試みた。
「あり」については、業種・常用労働者数が日本全体の企業数（平成28年度経済センサスー活動調査におけ
る企業産業（中分類）、企業常用労働者規模（11区分）に基づき、事業所母集団データベースから各企業数
を取得）と同じになるようなウェイトを設定した上で分析している。

注2.（）内は標準誤差

女性応募者数／常用雇用者数

H27 H29
Diff

（H27-H29）
DID

（H27-H29）
ウェイトあり 301人以上の

事業者
0.13036 0.15118 0.02083 0.01793

101人以下
300人以下の
事業者

0.08544 0.08834 0.0029
（0.02685）

ウェイトなし 301人以上の
事業者

0.14656 0.15757 0.01101 0.01045

101人以下
300人以下の
事業者

0.08696 0.08752 0.00056
（0.02776）

サンプル
サイズ

1665
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－分析の課題設定－
大企業に義務付けられた自社の女性活躍に関する数値目

標等の情報公表（見える化）は、短期的又は中長期的に、
その効果をあげているか。

－手法の選定理由－
次に短期、中長期アウトカムの各指標について、義務付

けの対象となった大企業と義務付け対象ではない中小企業
の実施前後のデータを用いて、「差の差分析」（DID分
析）を行った。

また、情報公表の義務づけには明確な閾値が存在するこ
とから、回帰不連続デザイン（RDD）を活用した分析につ
いても試行した。

－分析をするに当たり行った工夫－
情報公表（見える化）の政策効果フローを作成、政策効

果の発現経路を整理し、どの部分の効果検証を行っている
のかをわかりやすく整理した。

アンケート調査のサンプルの偏りを補正するため、アン
ケート調査の回答企業について、業種・常用労働者数が日
本全体の企業数と同じとなるようなウェイト付けを行った。

－本事例から得られた知見－
RDDを活用した分析では、サンプル数の不足により示唆

を得られなかった。差の差分析についても統計的に有意と
まで言えなかったが、政策の効果として一定の傾向を示唆
する結果を得られ、政策の効果分析としては有用であった。

－分析結果がどう実務にいかされたか－
「女性の活躍推進企業データベース」等の事業改善や、

行政事業レビューシートの見直しに活用された。

図 回帰不連続デザインによる効果測定（イメージ）
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主要4項目

図 情報公表（見える化）による政策効果フロー

女性活躍情報公表の

義務付けなし
女性活躍情報公表の

義務付けあり

ジャンプ 施策の効果

分析対象者（250～350 人）女性応募者数

常用労働者数

300 人



農山漁村振興交付金

補助金・交付金

実証的共同研究【事例の概要】

○実施年 令和３年度

○課 題 事業内容が多岐にわたる交付金の効果検証

○手 法 マッチング、差の差分析（DID分析）（→134ページ参照）、アンケート調査

○事業内容

農林水産省は、農山漁村の活性化、自立及び維
持発展を推進するため、総合的に支援しているが、
事業内容や交付対象が多岐にわたり、交付金全体
の効果把握が困難な状況。

○結 果
（１）本交付金の政策効果について、交付金を活
用した農業集落と、交付金対象外の農業集落を
「マッチング法」を用いて比較した結果、農林業
経営体のうち「雇用のある農業経営体数」が向上
（減少を抑制）すること等を確認。アンケート調
査の結果、事業継続意欲や地域活性化意欲等の向
上も確認

（２）本交付金の効果を更に高めるための方策と
して、事業申請時における事業実施方法の具体化
や、事業運用時における地域内外との交流の促進
等、事業の場面に応じた取組の重要性を示唆

農山漁村振興交付金を受け取る確率が近い農業集落をマッチング
（差の差分析の手法を組み合わせた分析を実施）

農山漁村振興交付金の
交付対象

農山漁村振興交付金の
交付対象以外

↑経営耕地面積、経営耕地面積、寄合の開催頻度、田の面積割合、最寄り
人口集中地区までの移動時間 などの条件に着目

-16.8%

-28.9%

-17.0%

-36.7%

-50.0%

-40.0%

-30.0%

-20.0%

-10.0%

0.0%

2010-2015 2015-2020

雇用のある農業経営体数の変化率

（※）介入対象と非介入対象の2015年から2020年における
変化率の差分を見ることで、差の差分析を行っている。

-27.8%

-18.9%

-29.5%

-20.3%

-50.0%

-40.0%

-30.0%

-20.0%

-10.0%

0.0%

介入対象

非介入対象

農林業経営体数の変化率

差分7.8

＝統計的に有意

な差異（※）

図 マッチングのイメージ

図 分析例：平均的な介入効果
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－分析の課題設定－
交付金が農山漁村の活性化に寄与しているか定量的に検証できるか、交付金の効果を更に高めるための方策は何か。

－手法の選定理由－
交付金を活用している農業集落のデータのみでなく、「マッチング」を用いることで、交付金を活用した農業集落と

類似する交付対象外の農業集落を設定した上で、成果指標の差分を分析

－分析をするに当たり行った工夫－
本分析は地域の変化に着目したため、地域の視点で、どのような変化やステップを経て、最終アウトカムにたどり着

くのか、という観点からロジックモデルを再整理。
その上で、政策効果に差異を及ぼす可能性があると考えられる要素（申請経緯の違い等）について仮説を設定した。

図 地域活性化に向けたステップ（取組の効果発現経路）－本事例から得られた知見－
・業務フローの見直し等を通じて日常的にデータを収集・
蓄積する体制を整備するなどして、農山漁村振興交付金全
体の交付対象リストを整備することが重要
・農山漁村活性化に向けたステップが明示的に整理されて
いない状態では、各事業実施主体が設定している目標値や
活動内容が農山漁村活性化に向けて重要であるのか、また
各地域が農山漁村活性化に向けて望ましい方向性に変化し
ているのかを評価・分析することが難しい。

－分析結果がどう実務にいかされたか－
今回の結果も踏まえ、交付金終了後の事業継続の把握等

のため、事業評価年度以降も事業の実施後の状況について
調査を求めることができるよう、令和5年4月1日付で実施
要領を改正。あわせて、取組の優良事例を抽出・蓄積する
ことも重要との示唆を踏まえ、優良事例を収集・整理し、
同年4月に公表。
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LINE 本文ページ

手法 分析方法 強み 弱み

①ランダム化
比較試験

施策の対象者と非対象者をランダムに振
り分けて効果を測定する。

◼施策の効果を正確に測定することが可
能となる。

◼政策実務上、施策の対象者をランダム
に振り分けることは難しいことが多い。

②回帰不連続
デザイン

施策を受けるかどうかが、ある１つの基
準で決定される場合、閾値（施策を受け
られるかどうかの境目）の前後の対象者
を比較することで効果を測定する。

◼閾値（施策を受けられるかどうかの境
目）の前後においては、施策の効果を
かなり正確に測定することができる。
◼政策実務を変更しなくても実施できる
可能性がある。

◼閾値から離れた対象者については、施
策の効果が分からない。

③マッチング
施策対象者と非対象者のなかから、特性
の似通った個人をマッチングして、効果
を測定する方法。

◼施策を受けるかどうかが利用可能な変
数で決定されている場合、効果をかな
り正確に測定することが出来る。
◼政策実務を変更せずに実施できる。

◼利用可能な変数以外によって、施策の
対象が選定されている場合、効果を正
確に測定することができない。

④操作変数法

アウトカム指標には直接的に影響はしな
いが、施策には影響を与えるような変数
（操作変数）を用いることで、効果を測
定する。

◼政策実務を変更せずに実施できる。
◼適切な操作変数をみつけることができ
れば、効果を正確に測定することがで
きる。
◼場合によっては、政策担当者が適切な
操作変数を作り出すこともできる。

◼適切な操作変数をみつけることは容易
ではない。

⑤差の差分析

施策対象者および非対象者のそれぞれに
ついて、施策実施前後のデータを用いる
ことで、トレンド要因を取り除いたうえ
で効果測定できる。

◼トレンド要因を取り除くことができる
ため、前後比較よりも厳密な分析が可
能となる。
◼他の手法と組み合わせることも可能。

◼「平行トレンドの仮定」が満たされて
いる必要がある。
◼施策実施前後の両方のデータが必要と
なる。

⑥合成
コントロール

法

施策非対象者のデータを合成することに
よって、施策対象者が施策を受けなかっ
た場合の仮想的な状況を推計し、施策の
効果を測定する方法。

◼１社しか施策対象者がいなかったとし
ても分析ができる。
◼政策実務を変更せずに実施できる。

◼施策実施前後の長期的な時系列データ
が必要となる。

⑦回帰分析
施策実施後のみのデータを用いて、施策
の効果を測定する方法。

◼簡便な方法であり、データさえあれば
分析ができる。
◼データがあれば、前述の「第３の要
因」にも対応し得る。

◼前述の因果関係が逆方向である場合に
はうまく対処できない。

⑧前後比較
施策の対象者の、施策実施前後のアウト
カムを比較することで政策の効果を測定
する方法。

◼施策対象者だけのデータで簡便に算出
可能。

◼分析の仮定が厳しく、効果をきちんと
測定できるケースが少ない。

比較的
厳密な
手法

比較的
簡便な
手法

（出所）「政策評価のための因果関係の見つけ方（著：エステル・デュフロ、監訳・解説：小林庸平）」（前掲書）より作成
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効果測定の手法
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■ ランダム化比較試験（RCT）

⚫ 施策の効果測定の難しさがあるなかで、究極の方法と言われているのがランダム化比較試験（Randomized 
Controlled Trial）と呼ばれる手法である。

⚫ ランダム化比較試験を図解したのが下図である。この方法ではセミナー対象者を、セミナー参加者と非参加者にラ
ンダムに振り分けた上で、両者のアウトカム指標（理解度・満足度等）を比較する。セミナー参加者・非参加者を
ランダムに振り分けることによって、因果関係が逆方向である可能性や、第３の要因が影響を与えている可能性を
排除することができ、施策の効果を正確に測定することができる。

⚫ ランダム化比較試験を行うことは、政策実務上簡単ではないケースが多いが、ひとつの理想形として念頭に置きな
がら、より精緻な方法を検討していくことが重要となる。

資料：小林庸平「政策効果分析の潮流とランダム化比較実験を用いたアンケート督促効果の推定」（平成26年10月）三菱UFJリサーチ＆コンサルティングより作成

セミナー

対象者

セミナー参加者

セミナー
非参加者

対象者をランダム

に振り分け

セミナー参加者の

アウトカム指標を計測

セミナー非参加者の

アウトカム指標を計測

アウトカム指標の差 政策効果

ランダム化比較試験のイメージ
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分析手法の例① ランダム化比較試験（RCT）



■ クラスターランダム化比較試験（CRCT）

⚫ 個人単位のランダム化とクラスター（セミナー）単位のランダム化を比較したのが下図である。ここでは、演習
を取り入れたセミナーと演習を取り入れないセミナーの効果の差を測定することを想定している。
個人単位のランダム化では、すべての参加申込者を演習ありと演習なしにランダムに振り分けることになる。
一方、セミナー単位のランダム化では、あるセミナーに申し込んだ個人同士は、同じセミナー内容を受講するこ
とになる。

⚫ セミナーの開催内容など、個人単位でのランダム化が難しい場合、各セミナー（クラスター）単位で実施内容を
ランダムに割り当てる。

⚫ 104ページの事例では、演習（シミュレーションゲーム）の有無を各セミナーにランダムに割り当て、それぞれの
効果を測定した。

セミナー参加
申込者

演習ありの
セミナー参加者

演習なしの
セミナー参加者

対象者を個人

単位でランダムに

振り分け

個人単位のランダム化

セミナー参加
申込者

演習ありの
セミナー参加者

演習なしの
セミナー参加者

対象者をセミナー

単位でランダムに

振り分け

セミナー（クラスター）単位のランダム化

※四角囲みは同じセミナー

に参加している個人。
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分析手法の例① ランダム化比較試験（RCT）



■ 回帰不連続デザイン（RDD）

⚫ 回帰不連続デザイン（Regression Discontinuity Design）は、施策対象者及び非対象者がある１つの基準（閾
値）で決定される場合に、閾値の前後の対象者を比較することで効果を測定する手法であり、ランダム化比較試
験ではない、準実験的な手法の中では精緻な方法であるとされている。

⚫ 施策対象者及び非対象者のそれぞれで閾値ぎりぎりに位置する対象者同士の個人特性はかなり似通っていると考
えられるため、もし下図のような「ジャンプ」があれば、これを施策の効果とみなしてかなり正確に測定するこ
とが可能である。

⚫ また、閾値の前後を比較すれば効果測定が可能であるため、政策実務を変更しなくても実施できる可能性がある。

⚫ 一方で、閾値から離れた対象者について施策の効果を把握することはできない。また、施策を受けるか否かを決
定する基準がほかの施策の対象者になる基準と同じあると、ほかの施策の効果と識別できなくなることには留意
する必要がある。

回帰不連続デザイン（RDD）に基づく効果測定のイメージ

女性応募者数

施策の効果

女性活躍情報公表
の義務付けなし

女性活躍情報の
義務付けあり

ジャンプ ＝

RDDの強み RDDの弱み

◼閾値（施策を受けられ
るかどうかの境目）の前
後においては、施策の効
果をかなり正確に測定す
ることができる。

◼政策実務を変更しなく
ても実施できる可能性が
ある。

◼閾値から離れた対象者
については、施策の効果
が分からない。

◼閾値の上になるか下に
なるかを、施策を受ける
側が選択できる場合には
政策の効果を推定できな
い。

（出所）「政策評価のための因果関係の見つけ方（著：エステル・デュフロ、監訳・解説：小林庸平）」（前掲書）より作成
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分析手法の例② 回帰不連続デザイン（RDD）
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■ マッチング

⚫ マッチングは、観測可能な変数で条件付けることにより施策対象者と属性の似通った非対象者をマッチングさせ、
アウトカムの差を比較することで効果を測定する手法であり、ランダム化比較試験や回帰不連続デザインを適用
できない場合に、適切な手法となり得る。

⚫ マッチングを行う際の具体的な方法として、変数Xで条件付けられたときに処置が割り当てられる確率である「傾
向スコア」に基づくマッチングを行う傾向スコアマッチング（Propensity Score Matching: PSM）がある。

分析手法の例③ マッチング

マッチングを用いた効果測定のイメージ

属性の似通った者を
マッチング

施策対象者 非対象者

アウトカム指標

施策の効果

マッチングの強み マッチングの弱み

◼政策を受けるかどうか
が利用可能な変数で決定
されている場合、前後比
較よりも厳密な分析が可
能となる。

◼回帰分析の手法を用い
てマッチングを行うこと
ができる。

◼「潜在アウトカムの仮定
（＝施策対象者のアウト
カムと、施策非対象者が
仮に施策を受けた場合の
アウトカムが等しくなる
という仮定）」が満たさ
れている必要がある。

◼施策対象になるかどうか
を施策を受ける側が選択
できる場合、利用可能な
変数のみを用いてこの仮
定を満たすことは困難。

（出所）「政策評価のための因果関係の見つけ方（著：エステル・デュフロ、監訳・解説：小林庸平）」（前掲書）より作成
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■ 操作変数法
⚫ 家計の所得と子どもの学力との因果関係を明らかにしようとした場合に、それぞれに影響を与える外部要因（例：
両親の教育レベル等）があると、家計の所得と子どもの学力の間に相関があったとしても、
① 家計の所得の向上が子どもの学力の向上をもたらすのか、
② 両親の教育レベルが家計の所得と子どもの学力を引き上げていて、家計の所得の向上は子どもの学力の向上を
もたらすわけではないのか

はわからない。
⚫ そこで、家計の所得とは関係するが、外部要因とは直接関係しない変数を操作した時に子どもの学力が変わるか否
かを分析する手法が操作変数法である。
→子どもの学力が変われば、外部要因とは無関係に効果が変わった＝家計の所得と子どもの学力とは関係がある
とすることができる。

→子どもの学力が変わらなければ、家計の所得と子どもの学力との間の因果を立証することができず、外部要因に
よる影響の可能性を排除できないということになる。

⚫この方法を用いる際には、優れた操作変数の条件とされる「政策と強い相関をもち、外部要因と一切相関がない変
数」を見つけることは一般に困難な点に留意が必要である。

操作変数法のイメージ

分析手法の例④ 操作変数法

家計の所得 子どもの学力等

（アウトカム）

・両親の教育レベル
・子供の長期入院を伴う病気
・両親が子供と過ごす時間

（外部要因）

家計の所得 子どもの学力等

（アウトカム）

・両親の教育レベル
・子供の長期入院を伴う病気
・両親が子供と過ごす時間

（外部要因）

支給額の変化

（操作変数）

・子どもの学力等のアウトカムが家計の所得に
よるものか、外部要因によるものか不明

・児童手当の支給額の変化により家計の所得が変化する
ことに着目し、政策と効果の因果関係を明らかにする

操作変数の変化により、効果に変動があるかを確認
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■ 差の差分析（DID）

⚫ 差の差分析（Difference-in-Differences）は、施策対象者及び非対象者それぞれの施策実施前後のデータの差を
比較する分析手法である。

⚫ DIDでは、施策対象者及び非対象者それぞれの施策実施前後のデータを用いることにより、トレンド要因を取り除
くことができるため、前後比較よりも厳密な分析が可能となる。また、施策実施前後のデータの測定にあたり、
DID以外の他の測定手法と組み合わせることも可能。

⚫ 一方で、DIDを用いるには施策実施前後の両方のデータが必要となる。また、施策対象者と非対象者の施策実施前
後のトレンドが平行になっている（平行トレンドの仮定）必要があることに留意が必要である。

差の差分析（DID）に基づく効果測定のイメージ DIDの強み DIDの弱み

◼トレンド要因を取り除
くことができるため、前
後比較よりも厳密な分析
が可能となる。

◼他の手法と組み合わせ
ることも可能。

◼施策実施前後の両方の
データが必要となる。

◼「平行トレンドの仮定」
が満たされている必要が
ある。

◼施策対象になるかどうか
を施策を受ける側が選択
できる場合、効果を正確
に測定できない。

平成28年度に女性採用比率
を公表した企業

女性採用比率を公表していな
い企業

女性
応募者数

平成27年度 平成28年度 平成29年度

女性採用比率の
公表の効果

平行トレンドの仮定を
満たしている
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分析手法の例⑤ 差の差分析（DID）

（出所）「政策評価のための因果関係の見つけ方（著：エステル・デュフロ、監訳・解説：小林庸平）」（前掲書）より作成
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（搬送者数）

合成コントロール

＃7119導入済地域

＃7119が導入

＃7119の効果

（年月）

◼基本的な考え方

⚫ 施策非実施地域のデータを合成すること
によって、施策実施地域が♯7119を導入
しなかった場合の仮想的な状況を推計し、
施策の効果を測定する方法である。

◼ 具体例

⚫ 類似地域のデータを合成することによっ
て、♯7119導入地域と類似した合成コン
トロール（仮想データ）を構築する。そ
れを♯7119を導入した実際の地域のデー
タと比較することで、♯7119の効果を分
析することが出来る。

⚫ 右下グラフは前頁とほぼ同様だが、青い
グラフは2017年4月に♯7119を導入した地
域であり、オレンジのグラフは合成コン
トロールである。青いグラフとオレンジ
のグラフの差分が♯7119の政策効果とな
る。

合成コントロール法のイメージ

類似地域の
データを合成

合成コントロールを
作成

（♯7119導入地域の
仮想地域）

比較分析

（出所）数値や期間等については仮想である。地図の出所は「いらすとや」より。

分析手法の例⑥ 合成コントロール法

（出所）R2年度実証的共同研究「♯7119（救急安心センター事業）の導入効果」報告書概要より抜粋 135



■ 回帰分析

⚫ 回帰分析（Regression Analysis）は、ある変数x
（説明変数と呼ぶ）が別の変数y（被説明変数と呼
ぶ）にどの程度影響を与えているか、統計学的に明
らかにする手法である。

⚫ １つの変数（説明変数）が１つの変数（被説明変
数）に与える影響を評価する単回帰分析と、複数の
変数（説明変数）が１つの変数（被説明変数）に与
える影響を評価する重回帰分析に分けられる。

⚫ 例えば、右図では、口座振替実施率をx、納付率をy
とした上で、y=β0+β1x+ϵという単回帰モデルによっ
て、定数項β0 (=0.3412)やxの係数β1 (=0.847)を推
定している。（なお、ϵは誤差項と呼ばれており、上
記のモデルでは説明できない部分を表現してい
る。）

⚫ このモデルにおいて、β1は口座振替実施率が変化し
た場合に納付率にどの程度影響を与えるかを表して
いる。

⚫ 回帰係数の推定手法としては、最小二乗法が基本的
かつ簡便な分析手法であり、上記モデルの誤差項ϵの
二乗が最も小さくなるように 係数を推定する手法で
ある。

【仮説】 国民年金保険料の収納対策としては、
口座振替の推進が有効ではないか。

▲ 単回帰分析の結果。他の年金事務所に比べ口座振替
実施率が１％高い事務所は、納付率が0.847％高いこ
とが理論的に予測される。

y = 0.847x + 0.3412

R² = 0.7963

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0% 20% 40% 60% 80%

平成28年度 現年度納付率
納付率

口座振替実施率
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分析手法の例⑦ 回帰分析

（出所）年金業務の運営に関する行政評価・監視－国民年金業務を中心として－
＜結果に基づく勧告＞（平成30年12月25日公表）を基に作成



⚫ 重回帰分析（Multiple Regression Analysis）では、
複数の変数（説明変数）が一つの変数（被説明変数）に与える影響を評価する。

変数X
大学進学

変数Y
所得

(の向上)
交絡因子

（IQスコア）

一般的な重回帰モデル

Y𝑖 = 𝛽0 + 𝛽1𝑥𝑖1 +⋯+ 𝛽𝑘𝑥𝑖𝑘 + 𝜖𝑖

Y : 被説明変数
X : 説明変数 （特定の施策、個人属性など）
β : 係数（xがyに与える影響を表す)
ε : 誤差項（説明変数で説明することができない、その他の要因を合成したもの）
i : 観測単位（個人レベルや、企業レベル、自治体レベルなど）
k : 説明変数の数

変数X
大学進学

変数Y
所得

（の向上）

⚫ 説明変数の単回帰分析では交絡因子（説明変数Xと被
説明変数Yの双方に影響を与える変数）の影響を排除
できないが、複数の要因を加味して分析できる重回
帰分析では、交絡因子にある程度対処することが可
能。

⚫ 例えば、右のようなケースで、大学進学の有無に加
え、IQスコアも説明変数として加えることで、大学
進学による所得への影響をIQスコアの影響を除いて
推定することが可能になる。

IQスコアの影響が
混在して推定される

重回帰分析による交絡因子の考慮のイメージ
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分析手法の例⑦ 回帰分析

（出所）「政策効果の把握・分析手法の実証的共同研究-報告書総論 ver1.0-」（平成31年4月）行政評価局より抜粋




